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1) 従来大蔵省通達により BTG（British Technology Group）が独占的に取り扱ってきた公的資金による研究成果の実用化
を規制緩和 
2) 1925年に設立されたWARF（Wisconsin Alumni Research Foundation）がその先駆けとされる。 
3) 沿革は National Research Development Corporation（1948年設立： 1981年 BTGに改組） 
4) これ以前のものとして東海大学の例（1974年設立）がある。 
図表 1-2 ＴＬＯ関連主要施策の系譜 
年 ＴＬＯ関連主要施策 
1998年 ・TLOの整備促進（大学等技術移転促進法策定） 
・承認 TLOへの特許流通アドバイザーの派遣（2003年現在: 25機関） 
1999年 ・承認 TLOの特許料１／２軽減（産業活力再生特別措置法） 
2000年 ・承認・認定 TLO の国立大学施設無償使用許可、大学教員の TLO 役員・研究
成果活用企業の役員・株式会社監査役との兼業許可（産業技術力強化法） 
2002年 ・承認 TLOの創業支援事業円滑化（大学等技術移転促進法改正 1）） 
出典：公表データ等を基に科学技術政策研究所作成 
1）大学等技術移転促進費補助金（予算ベース）は以下の通りとなっている 
 年度 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 









































































出典： 日本： 経済産業省 
米国： AUTM Licensing Survey  
英国： Science & innovation investment framework 2004-2014、 























































・英国： 945社 （累計；2002年度）、197社(2002年度) 





   出典： 以下のデータをもとに科学技術政策研究所作成 (金額は PPP により邦貨換算） 
・日本：MEXT、METI 他 [特許・ライセンス関連データは TLO経由分のみ、国有特許含まず]  
・米国：Licensing Survey 2002(AUTM編)他［*の対象は米・加の高等教育・公的研究機関等］ 
・英国：研究費投入額については、Gross Domestic Expenditure on Research and 
Development（Office for National Statistics）、その他は、Higher education-business 
and community interaction survey 2002-03 (HEFCs)他 







「企業→大学； 日本：882億円、米国：3,408億円（日本の約 3.9倍）」 
「政府→企業； 日本：1,616億円、米国：22,103億円（日本の約 18.8倍）」 
「政府→大学； 日本：16,445億円、米国：47,984億円（日本の約 2.9倍）」 
図表 1-5 資金負担者と使用者内訳の比較 
   資金使用者 
   企業 政府 大学 合計 
米国 276,443 n.a. 3,411  279,853企
業 日本 1) 113,932 414 894  113,713
米国 30,470 46,600 36,396  113,467政
府 日本 1,699 14,381 16,729  32,760
米国 n.a. n.a. 31,230 4) 31,230大
学 日本 2) 138 37 18,528 3) 18,806




計 日本 115,769 14,832 36,151  165,279
単位：億円 (OECD購買力平価による円換算率 2002年値を利用) 
1) 外国からの資金を含む 
2) 非営利団体を含む 
3) 資金使用者として非営利団体 3,327億円を含む 
4) 資金使用者として民営研究機関 11,310百万ドルを含む 
注：＜日本＞人文・社会科学を含む。使用ベースでいう研究開発費には、人件費等を含む 
＜米国＞自然科学と人文・社会科学の合計 
出典：科学技術白書 2004年版より作成（データは 2002年度値） 











本計画策定以前の 1995 年度まで）、1 期（第 1 期計画期間中の 1996-2000 年度）、2 期（第 2
期計画期間中の 2001年度以降）の 3区分で見ると、それぞれ年平均 653億円、730億円、889
億円となり、1991 年の 605 億円から 2002 年の 908 億円に大きく増えている。ただし、最近
数年間は実質的に横ばいに近い水準にある。 



















































年度 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003
産業界資金 
（日本） 







出典：＜日本＞総務省「科学技術研究調査報告」 （産業界には、特殊法人・独立行政法人、公庫・公団等を含む。）  
＜米国＞NSF，“National Patterns of R&D Resources 2002 Data Update”及び NSF, “InfoBrief NSF04-307” 
＜ドイツ＞Bundesministerium fur Bildung und Forschung，“Bundesbericht Forschung 2004”               
＜フランス＞ OECD，“Research & Development Statistics 2003/1”                                    
＜イギリス＞OECD，“Research & Development Statistics 2003/1”及び National Statistics website:          






















































































                                                
7 海外の支出先内訳（営利企業、非営利団体、大学等）及び支出元企業との関係（大学等への研究委託、海外子会
社への支出等）の詳細は不明である。これについては、文部科学省「民間企業の研究活動に関する調査報告」
（2002 年 9 月）において、海外への研究資金の移動先として最も多いものについては、約 60％が大学、約 40％
が資本関係のない企業、約 30％が資本関係のある企業、約 20％が自社 R&D 拠点、13％が公的研究機関への支出


































































は 48％、私立大学では 35％を占めるなど、近年になっての設置が進んでいることがわかる。 
                                                
8 「資料編 1 質問票調査の概要」参照のこと 
9  質問票調査で対象とする大学等とは、国立大学等 154（国立大学 87、大学共同利用機関 13、国立高等専門学
校 54）、公立大学 77（うち自然科学系の学部を持つ公立大学 30）、私立大学 545（うち自然科学系の学部を持
つ私立大学 170）、国研・独法等 106となる。 
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年度 ～1999 2000 2001 2002 2003 2004～1) 計 
国立大学等 75 18 21 15 9 3 141 
公立大学 8 2 2 5 11 5 33 
私立大学 48 13 16 18 30 22 147 
国研・独法等 13 0 10 2 3 5 33 
合  計 144 33 49 40 53 35 354 




















累計設置数 3 8 13 18 23 28 33 38 43 47 49 52 53 56 61 62 58










































私立大学では 64％、国研・独法等では 68％を占めている。 
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では 13.00人と 9.50人、ハーバードでは 7.39人と 9.72人となっている。 
図表 1-13 アメリカの大学における産学連携窓口の常勤スタッフ数 
 
出典：AUTM AUTM Licensing Survey :FY2002, Norwalk,CT:AUTM Headquarters. 
 
イギリスの大学においても 10人以下のところがほとんどのようである。 
図表 1-14 イギリスの大学における産学連携窓口の常勤スタッフ数 
 



























研究機関の産学連携窓口全体については、平均して 4.5 名の担当者と、1.1 名の外部スタッ
フが配属され、その他を加えた合計 7.5名が配属されている。（非常勤スタッフを含む数値の
ため、常勤スタッフ数を上回る数値となっている。） 
このうち、国立大学等には平均して 10.3名、公立大学には 5.7名、私立大学には 5.3名のス
タッフが配属されている。国研・独法等では「その他」のスタッフが 2.8 名配属され、平均
合計は 7.5名となっている。 
















































































 国立大学等 公立大学 私立大学 
大学（自大学） 5.9 (61.8) 3.5 (64.6) 3.2 (70.0) 
大学（他大学） 0.2 (2.1) 0.0 (0.0) 0.2 (4.2) 
企業（法務・知財関連） 1.1 (11.1) 0.2 (3.3) 0.2 (4.9) 
企業（研究開発・営業開拓） 1.5 (15.5) 0.4 (6.6) 0.7 (14.9) 
自治体 0.2 (1.8) 0.0 (0.6) 0.0 (0.5) 
公設試験研究機関 0.1 (1.3) 0.6 (11.6) 0.0 (0.8) 
その他 0.6 (6.4) 0.7 (13.3) 0.2 (4.8) 
不明 0.8 ( - ) 0.3 ( - ) 0.7 ( - ) 
計 10.3 (100.0) 5.8 (100.0) 5.3 (100.0) 
注 1： 数値はそれぞれの組織に配置される平均人数。 





                                                
10 スタッフの区分ごとの内訳については参考資料 2参照 
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総数 119 24.3% 174 35.5% 197 40.2% 490
国立大学等 62 66.0% 19 20.2% 13 13.8% 94
私立大学等 45 13.2% 138 40.3% 159 46.5% 342
公立大学等 12 22.2% 17 31.5% 25 46.3% 54
（うち今後整備を予定している 174機関について） 

















報奨金制度を備えている大学等は、国立大学等 94校（有効回収数 137の 69％。以下、同様）、
公立大学 13校（25％）、私立大学 60校（17％）。国研・独法などは 20機関（38％）、公設試


















図表 1-20 発明者への報奨金制度（大学等、国研・独法等、公設試） 
 









１ 発明時 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (3.3) 1 (5.0) 0 (0.0) 
２ 特許出願時 38 (40.4) 2 (15.4) 14 (23.3) 3 (15.0) 26 (16.3) 
３ 特許登録（権利取得）時 35 (37.2) 5 (38.5) 18 (30.0) 16 (80.0) 95 (59.4) 
知的財産権を受ける権利の承継時 5 (5.3) 0 (0.0) 14 (23.3) 0 (0.0) 7 (4.4) 
知的財産権の承継時 6 (6.4) 0 (0.0) 18 (30.0) 2 (10.0) 15 (9.4) ４
実施権許諾、発明等実施の契約時 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (10.0) 2 (1.3) 
実施権許諾、発明等実施による収入発
生時 58 (61.7) 11 (84.6) 14 (23.3) 12 (60.0) 85 (53.1) 
承継した知的財産による収入発生時 2 (2.1) 0 (0.0) 16 (26.7) 0 (0.0) 7 (4.4) ５
企業収入からの補償金 13 (13.8) 0 (0.0) 4 (6.7) 8 (40.0) 22 (13.8) 
６ その他 3 (3.2) 4 (30.8) 3 (5.0) 1 (5.0) 9 (5.6) 
 制度が有る大学数 94校 13校 60校 20機関 160機関 
 〔有効回収数に占める割合〕 〔68.6%〕 〔24.5％〕 〔17.5％〕 〔37.7%〕 〔52.8%〕 
注： （ ）内の数値は、回答機関数に占める割合 
                                                                                                                                                     
11 後藤[2003] 250頁 
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（2） その他のインセンティブ制度 










2004 年度より、企業からの収入実績（収入－特許管理費）が 100 万円を
超える場合は、研究を奨励するために「（収入実績－100 万円）×100 分
の 25」の研究奨励金を発明者の研究室に支給することにした。 
2 国立Ｂ高等専門学校 校内基準により研究費予算配分時に特許出願件数を反映させている。 
3 国立Ｃ高等専門学校 2001 年度より業績評価（特に、研究費のポイントに加算）に反映することとした。 
4 国立Ｄ高等専門学校 2003 年度より校長裁量経費の業績評価に反映されている。 
5 国立Ｅ高等専門学校 2004 年度より独立行政法人国立高等専門学校機構と発明者の所属高専、発明者本人との補償金の割合を 3：3：4 とする。 
6 私立Ｆ大学 学内での「発明審査会」への届出の有無を研究費配分時の評価項目に設定した。（平成 17 年度配分研究費より反映） 
 出願費用支援等  
7 公立Ｇ大学 
出願補償金：出願 1件につき 10,000 円を発明者に支払う 
実施補償金：実施許諾して特に収入に応じて，10％～50％を発明者に
支払う。 
8 私立Ｈ大学 特許出願費用に対する支援 
9 私立Ｉ大学 特許の申請、審査、登録に係る費用の一部を大学が負担している。 
 表彰制度  
10 私立 Ｊ大学 2000 年度より、学内に発明賞という賞を設け、特色のある発明を表彰することとした。 








 奨励を方針に明示  






                                                
12  後藤[2003] 244頁 
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図表 1-24 国立大学等が民間企業から受け入れた研究開発費の比率の推移 





































注 1： 「受託研究費」には、治験、受託試験、病理組織検査に係るものを含まない。 







図表 1-25 公立大学が民間企業から受け入れた研究開発費の比率の推移 

































注 1： 「受託研究費」には、治験、受託試験、病理組織検査に係るものを含まない。 













































注 1： 「受託研究費」には、治験、受託試験、病理組織検査に係るものを含まない。 


















                                                
15 中小企業金融公庫調査部[2004] 
16 参考資料 5 
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1995 1998 1999 2000 2001 2002 2003年度
?
件?
国立大学等(N=139) 公立大学(N=25) 私立大学(N=93) 国研・独法等(N=44)
プレ１期 １期 ２期
 
注： 国立大学等については、文部科学省ＨＰ及び科学技術政策研究所データによる。Nは 2003年度データ回答者数 
 
実施金額ベースで見ても国立大学をはじめとして着実に増加していることがわかる。 
































1995 1998 1999 2000 2001 2002 2003年度
?
件?
国立大学等(N=139) 公立大学(N=25) 私立大学(N=93) 国研・独法等(N=44)
プレ１期 １期 ２期
 

























（4） 受託研究 17 
大学等が行う受託研究については、その受入れ件数を見ると、若干の増減を伴いながらも
ゆるやかな上昇傾向にあることがわかる。 










1995 1998 1999 2000 2001 2002 2003年度
?
件?
国立大学等(N=145) 公立大学(N=35) 私立大学(N=182) 国研・独法等(N=37)
プレ１期 １期 ２期
 






                                                
17 参考資料 6 
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国立大学等(N=145) 公立大学(N=34) 私立大学(N=183) 国研・独法等(N=34)
２期１期プレ１期
 




































国立大学等(N=145) 公立大学(N=34) 私立大学(N=183) 国研・独法等(N=34)
プレ１期 １期 ２期
 

















































                                                
18  参考資料 7 
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増加傾向 ほぼ横這い 減少傾向 実績なし（過去5年間）／見込みなし（今後5年間） N=240
 







































                                                
19 参考資料 8 
20 調査の実施時期は 2004年 4～5月 
 24










































































































































































                                                

























































































































































ンシップを実施している４年制大学は回答者の 77.7％にあたる 431 校、派遣された学生は
28,864人（うち大学院生 1,348人）にのぼった。 
また、インターンシップのための窓口があるのは回答大学の 90.9％にあたる 391 校。イン
ターンシップを学外実習に位置づけたり、単位認定するなど教育体系に関連づけている大学























































                                                
22 毎日新聞（2004 年 7 月 26 日付け） 
23 科学技術政策研究所「全国イノベーション調査統計報告」（調査資料-110）2004年 12月 
























































































































































図表 1-50 大学からの技術導入の状況 
 技術件数 うち販売向け技術 うち開発向け技術 その他・不明
国内の大学 167 15 139 13


































































業は 15％、ほぼ横這いが 27％であり、減少傾向は 2％とどまった。今後５年間の見込みとな






















































                                                





図表 1-53 包括（組織的）提携のタイプ分け 





















































































































あると回答した大学等は、国立大学等９％、公立大学 2％、私立大学 8％にとどまった。 
国研・独法等では、６事例あった。 





























































区分で見ると、それぞれ年平均 410 件、1,255 件、4,553 件となっており、急激な伸びを示し
ている。 
図表 1-58 国立大学等における発明状況 






























                                                
26 ここでの「実施許諾率」とは、各時点の実施許諾件数を国内特許出願件数で除した数値 
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海外特許出願件数 139 157 127 241 413
国内特許出願件数 737 582 753 710 970
  実施許諾件数 133 161 188 215 317
(実施許諾率)（％） 18.0 27.7 25.0 30.3 32.7 
  ロイヤリティ等収入のあった特許数 107 109 108 140 214
ロイヤリティ等額（百万円） 238 172 214 321

























図表 1-60 各承認ＴＬＯの実績 
TLO名 関係大学
1) 2) 3)
（株）東京大学TLO 東京大学 1 184 (37%) 1 170 (34%) 1 281 (57%) 2 493
(株）東北テクノアーチ 東北大学等 2 120 (75%) 2 111 (69%) 4 125 (78%) 11 160
慶応義塾大学知的資産センター 慶応義塾大学 3 100 (21%) 3 72 (15%) 3 147 (31%) 3 479
（財）理工学振興会 東京工業大学 4 93 (20%) 4 64 (14%) 7 50 (11%) 4 467
日本大学国際産業技術・ビジネス育成センター 日本大学 5 80 (14%) 7 42 (7%) 2 175 (31%) 1 571
タマティーエルオー（株） 工学院大学東京都立大学等 6 77 (40%) 13 18 (9%) 10 34 (18%) 8 192
関西ティー・エル・オー（株） 京都大学立命館大学等 7 71 (20%) 5 62 (18%) 5 73 (21%) 5 354
早稲田大学産学官研究推進センター 早稲田大学 8 62 (19%) 9 25 (7%) 8 47 (14%) 6 335
（財）新産業創造研究機構 神戸大学兵庫県立大学等 9 53 (41%) 6 48 (38%) 14 26 (20%) 13 128
（財）名古屋産業科学研究所 名古屋大学等 10 46 (25%) 8 26 (14%) 6 51 (28%) 9 183
（財）北九州産業学術推進機構 北九州市立大学等 11 40 (37%) 14 15 (14%) 19 7 (6%) 14 108
（有）山口ティー・エル・オー 山口大学 12 39 (28%) 9 25 (18%) 18 8 (6%) 12 139
（財）大阪産業振興機構 大阪大学等 13 38 (22%) 19 8 (5%) 11 32 (19%) 10 172
（株）産学連携機構九州 九州大学 14 34 (18%) 9 25 (13%) 9 36 (19%) 7 193











注 3：平成 16年 3月末までの累計 
出典：経済産業省 産業技術環境局 大学連携推進課資料より作成 
（2） 大学等が保有する特許等 
大学等が保有（あるいは管理）している特許の 2003年度の実績としては、国立大学等では
特許出願件数 1,344件、実施許諾件数 79件、ロイヤリティ等による収入が 4億 3千万円、公
立大学では、特許出願件数 67件、実施許諾件数 0件、私立大学では、特許出願件数 1,051件、
実施許諾件数 106件、ロイヤリティ等による収入は 1億 2千万円となっている。27特許出願件
数 999件、実施許諾件数 131件、ロイヤリティ等による収入は 1億 2千万円となっている。 







                                                
27  文部科学省ホームページによる。なお、今回の質問票調査による 2003年度の実績は、国立大学等（回答率
90.1%）の特許出願件数 1140件、実施許諾件数 46件、ロイヤリティ等による収入 4億 2千万円、公立大学（回
答率 69.7%）の特許出願件数 67件、実施許諾件数 0件、私立大学（回答率 67.9%）の特許出願件数 1103件、実



































































































































                                                











































































































注 1： JSTに関しては、開発成果実施料等収入（2002年度実績） 
注 2： AISTに関しては、特許実施料収入（2002年度実績） 



























各年の設立数 38 14 15 22 33 62 127 152 159 179
1994年
まで 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年
プレ1期 2期1期
 
注 1： 2004年 8月末時点における設立累計は 916社 





図表 1-65 大学発ベンチャー関連主要施策の系譜 
年 大学発ベンチャー関連主要施策 
1995年 ・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（VBL）の設置（2004年 3月末現在：45大学） 
1998年 ・国立大学内の共同研究施設の廉価使用が可能に（研究交流促進法の一部改正） 
1999年 ・研究成果最適移転事業（プレベンチャー事業、JST 事業）（2004 年 3 月末現在：50 課題採択、
18社起業） 
2000年 ・国立大学教官等の民間企業役員への兼業の可能化 




2002年 ・大学発ベンチャー創出事業（2003年度から JST事業、 2004年度からプレベンチャー事業と統
合し、大学発ベンチャー創出推進事業へ（2003年度は 13課題採択）） 
 43
 ・産業技術実用化開発助成事業（2003年度：29件採択、 NEDO事業） 




 ・産学官連携コーディネーターの配置（2004年 7月現在：110名配置） 































国立大学 83 133 225 368 564
公立大学 3 11 16 33 52
私立大学 46 113 194 240 354































大学発ベンチャーの業種別内訳を見ると、図表 1-68に示すとおり、第 2 期基本計画の重点
4 分野に関わる創業が全体の 6 割強を占めていることがわかる。先に示した国立大学等にお
ける共同研究の場合（55％）よりも重点４分野に集中（特に情報通信、ライフサイエンス分
野）しており、ベンチャーを創出しやすい分野になっていることと考えられる。 












































各年の設立数 2 2 6 4 8 17 15 17
（カッコ内は大学の関与
　するベンチャーの内数）
(1) (5) (3) (4)
1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年
2期1期
 




















ベ ン チャー 数 5 0 1 4 5 4 3 2 1 1 1
産 業 技 術
総 合 研 究
所
理 化 学 研
究 所
物 質 ・材 料
研 究 機 構
日 本 原 子
力 研 究 所
農 業 生 物
資 源 研 究
所
農 業 ・ 生 物
系 特 定 産
業 技 術 研
情 報 通 信
研 究 機 構
食 品 総 合
研 究 所
放 射 線 医




























2004 年 12 月現在、大学発ベンチャーで上場を果たした企業として把握可能なものは以下の
9社29である。 
図表 1-72 大学発ベンチャー上場企業一覧（2005 年 1 月現在） 
No 企業名 設立年月日 関係大学 関係者名 公開日 市場 事業内容









3 （株）トランスジェニック 1998年4月21日 熊本大学
[熊大]堀内正公 教授、山
村研一 教授 2002年12月10日 マザーズ
研究用試薬、遺伝子改変
マウスの開発、販売


































































































































































































































































































































































本を減免する融資制度（最大減免率は 50％。融資対象者は資本金 10 億円未満の研究開発型
企業）も講じられている。 
























































































































































































































































































制度・事業等名称 年度 制度・事業内容 


























































































































































































































































































A B C 
都道府県 ○   
政令指定都市 ○   
人口 5万人以上の市 ○   
産学公連携推進組織 ○   
公設試 ○   
国立大学等  ○  
私立・公立大学  ○  
国研・独法等  ○  
大企業   ○ 
中小企業   ○ 
商工会議所   ○ 
 
図表 2-7に、タイプごとに調査対象とする施策・制度の一覧31を示す。 
図表 2-6 施策・制度のカテゴリ区分 
大区分 中区分 No 






税制優遇 税制優遇 6 
人材 人材 7 
資金調達 資金調達 8 
研究・技術開発（実用化） 9 研究・技術開発 
研究・技術開発（基礎） 10 
技術移転 技術移転 11 
 
                                                
30 質問表調査の実施要綱については「資料編 1 質問票調査の概要」を参照。 




A B C 施策・制度名称 区分
○ フロンティア研究の地域展開
○ 沿岸環境・利用の研究開発
○ ○ ○ 地域結集型共同研究事業（ＣＲＥＡＴＥ）
○ ○ ○ 地域研究開発促進拠点支援事業（ＲＳＰ）
○ ○ ○ 重点地域研究開発促進事業（研究成果活用プラザ）
○ ○ ○ 産業クラスター計画
○ ○ ○ 知的クラスター創成事業

























































○ ○ ○ 地域提案型研究開発制度




























































































































































































































注 1： ハッチ部分は、質問票上で該当施策なし、もしくは、当該施策を「活用」した回答者がなかったもの 










































































































































































































































































注 1： ハッチ部分は、質問票上で該当施策なし、もしくは、当該施策を「活用」した回答者がなかったもの 





























































































































































































































































自治体(N=43) 国立大学等(N=47) 私立大学(N=20) 公立大学(N=2)
国研・独法等(N=1) 中小企業(N=35)大企業(N=18)
 
注 1： ハッチ部分は、質問票上で該当施策なし、当該施策を「活用」した回答者がなかったもの 
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注 1： ハッチ部分は、質問票上で該当施策なし、もしくは、当該施策を「活用」した回答者がなかったもの 













































































































                                                





分類 国立大学等 公立大学 私立大学 
施設整備 3 0 2
コーディネーター等の人材の育成・確保 16 4 9
特許等の知的財産関係 3 1 6
地域の実情を踏まえた施策（特区の活用） 1 0 4
中小企業支援 2 0 3
資金面の支援 12 2 3 1)




























































































図表 3-2 大学側から見た企業の課題（自由記述分の主な意見） 
大学名 記述内容 
契約や知的財産の取扱いに関する考え方の違い 







4 国立Ｄ大学 知的財産をすべて企業側の帰属を主張する傾向が強いこと 
5 国立Ｅ大学 共同研究契約等について、大学の立場を理解しない例が多い（不実施補償規定など） 
6 国立Ｆ大学 発生した知的財産に対する取扱いが大学側の求めるものと異なる 
大学の研究に対する理解不足 
7 国立 G大学 公的教育機関であることに由来する大学固有の事情に対する理解が十分ではない 
8 私立 H大学 大学の研究スパンを理解されない 
9 私立 I 大学 大学の研究の特性への理解不足（研究スピード、研究費用など） 
大学の活用方法の理解不足 
10 国立 J 大学 
特に中小企業においては、大学の活用方法を理解していないケースが多い（協力内容、時間、コスト
等に関して意識の違いが生じている） 
11 私立Ｋ大学 大学の教員の活用の仕方がよく理解されていない（過大な期待あるいはその反対の軽視） 
12 私立 H大学 安易にコンサルタントと見る考え方、簡単な相談・指導を無料（ボランティア）と捉える考え方が多い 








16 私立Ｎ大学 企業側のニーズが不明確 
企業側の人材リソース不足、体制未整備 




19 私立Ｑ大学 中小企業との連携においては、資金的にも人的にも余裕に乏しい 
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37 経済産業省大学連携推進課「大学における営業秘密管理指針作成のためのガイドライン」2004年 2月 
1)
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高く評価しているという結果が得られている。 
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図表 3-14 企業にとって重要な大学の研究成果移転方法（％） 
  医薬品 一般機械 コンピュータ 半導体 通信機器 医療器具 全産業 
特許 56.86 16.44 8.33 22.22 5.88 27.54 17.61 
論文 72.55 31.94 41.67 61.11 50.00 37.68 40.91 
学会 60.78 26.03 41.67 55.56 32.35 34.78 34.42 
会話 60.78 30.14 33.33 64.71 32.35 46.38 35.28 
雇用 31.37 13.70 33.33 27.78 29.41 18.84 19.91 
ライセンス 35.29 8.22 4.17 16.67 8.82 18.84 9.73 
JV 41.18 10.96 8.33 27.78 8.82 23.19 18.49 
委託研究 54.90 13.70 8.33 16.67 17.65 23.19 21.26 
コンサルタント 54.90 32.88 29.17 33.33 29.41 44.93 32.15 
人員交流 7.84 1.37 4.17 5.56 20.59 5.80 5.84 
注： カーネギー・メロン大学のグループが行った企業の研究開発担当者に対するアンケート調査による。（1,478 人対象、
有効回答 1,147 人） 
出典： Cohen, W.M, R.Florida, L.Randazzese, and J.Walsh(1998) Industry and Academy: Uneasy Partners in the 
Cause of Technological Advance, In Noll, R.G.(ed.) Challenges to Research Universities, Washington, 





























































































































































































































































































































































































































































































                                                




























                                                





業リンク」（AURIL：Association for University Research and Industry Links）が提案した「知識






























者数が 250 人以上の大規模企業に限れば 64％を占める。48また、業種による差異はあるもの
の、特許による専有可能性が高い企業ほど外部企業への委託研究を活発に利用しているとい
                                                
47 AURILホームページ http://www.auril.org.uk/index.htm 

















































                                                


















































































































事実、知的財産に係る訴訟件数も 1990年代の 10年間で倍増している。 
図表 3-23 研究開発を巡る状況についての認識 
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年度 ～1999 2000 2001 2002 2003 2004～1) 
都道府県(N=33) 4 2 2 2 10 13 
政令指定市(N=9) 0 0 0 3 6 0 
その他市(N=49) 6 6 3 6 16 12 
合  計 10 8 5 11 32 25 
1） 予定分を含む 




2 2.1.2 参照 
  102
県等においては、担当部署設置自治体のうち、スタッフ数が 11人以下の組織が８割を占め
る（平均スタッフ数 7.9人、うち専任者数 4.6人）。 
その他市については、更に規模が小さくなって、７人以下の組織が９割を占め、平均スタッ
フ数も 4.0人（うち専任者数 1.7人）となる。 






















担当者数（平均値） 8.4 5.6 4.0 
















































 ～1999 2000 2001 2002 2003 2004～1) 
都道府県(N=47) 7 2 3 3 8 7 
政令指定市(N=13) 1 0 0 1 2 0 
その他市(N=202) 2 1 4 0 1 2 
















































 ～1999 2000 2001 2002 2003 2004～1) 
都道府県(N=47) 0 1 2 4 10 17 
政令指定市(N=13) 1 0 0 0 2 4 
その他市(N=199) 1 0 0 0 1 4 



















































自治体側の財政面の逼迫 115 20 6 89 
大学側の受け入れ体制の不備 3 0 0 3 
運用に当たっての制度面の障害 6 4 0 2 
得られるメリットが感じられない 50 5 1 44 
大学が求めているものがわからない 39 4 1 34 
その他 55 11 1 43 







図表 1-8 自治体から私立大学へ提供された寄附金等の主な事例 
大学名 支援内容 
  寄附金 
1 A大学 寄附金 110万円 
2 B大学 寄附金 200万円 
3 C大学 寄附金 300万円 
4 D大学 寄附金 200万円 
5 E大学 寄附金  22万円 （a町） 
6 E大学 寄附金  22万円 （b町） 
7 F大学 寄附金 100万円 
8 G大学 寄附金 500万円 
9 H大学 寄附金 200万円 
  補助金 
10 I大学 大学運営に係る経常費に対する補助金  約 1億円 
11 J大学 補助金（2001～2003年度） 
12 K大学 建設事業費補助 77億 5,000万円（2004年、2005年） 
13 L大学 補助金 550万円（2002年度）  
14 M大学 設立時補助金 短大（5億 6,000万）・大学（8,000万） 
15 N大学 補助金 約 12億円 （c県） 
16 N大学 補助金 約 35億円 （d市） 
   土地の無償貸与 
17 K大学 土地無償貸与 
18 M大学 土地無償貸与 









は予定を含めると 26事例あった。国研・独法等では 3事例あった。3 
そのうち、リサーチパーク内に大学等の主要部分が立地する事例は、公立大学では 2事例、









は、公立大学で 8事例、私立大学では予定を含めて 14事例あった。（国研・独法等では 6事
例） 
また、大学等の近接地に公設試等があると回答した大学等は、公立大学で 7事例、私立大




















出典： 株式会社ケイ・ラボラトリー記者発表資料(2004 年 8 月 23 日付け) 
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～1999 年度 5 5 20 16 
2000 年度 6 6 28 22 
2001 年度 6 6 31 24 
2002 年度 7 6 36 28 
2003 年度 9 8 45 35 


























































































                                                










・  西南学院大学：学生サポーターとして福岡市内の小中学校教育現場に学生を派遣 







・  日本大学：理工学部が東京都千代田区と連携協力に関する基本協定を締結 
・  くらしき作陽大学：2004年度に岡山県新庄村と連携協定を締結 







                                                

























図表 1-11 山口大学の技術移転事例 
代表発
明者 
























                                                







































・  関係する行政機関や経済団体との連携促進 
・  シンクタンク事業（広島中央地域産業振興ビジョン作り等） 
・  科学わくわくプロジェクト（マツダ財団と連携）10 
出典：広島大学ホームページ 
 


































注： 調査の対象は、法人化で存続する 89 の国立大学 
出典：菅野[2003] 
                                                
11  日本経済新聞社及び日経産業消費研究所が 2004 年 5 月に実施した質問票調査による。 































県内　大 県内中・小 県内　公 県外　大
県外中・小 県外　公 国外
 





                                                
13  京都新聞（2004 年 6 月 22 日付け) 
14  岩手日報（2004 年 11 月 16 日付け） 




























注： 65 機関に実施。無回答は除いている。 
出典：科学技術政策研究所、㈱三菱総合研究所「科学技術基本計画の達成効果の評価のための調査」 
（2004 年 10 月）より作成 





















1991 1995 2000 2001 2002 2003年度
（構成比：％） 新規 継続
 
注： 65 機関に実施。無回答は除いている。 
出典：科学技術政策研究所、㈱三菱総合研究所「科学技術基本計画の達成効果の評価のための調査」 
（2004 年 10 月）より作成 
                                                
















































































































































































































































図表 2-1 国による地域イノベーション振興に関する主要な施策・制度の流れ 



































































































































































































































































































2.1.2  自治体による科学技術振興政策の進展 
自治体における科学技術の推進体制の整備は進んでいる。例えば大綱・基本計画等の策定
という動きをみると、プレ１期では年に 2、3県しか策定しなかったが、１期に入ると、1996


































































専任部署の設置 協議会等の設置 審議会等の設置 大綱・基本計画等の策定
専任部署（累積） 協議会等（累積） 審議会等（累積） 大綱・基本計画等（累積）
プレ１期 １期
0   (2)

























































































































































注 1： ハッチ部分は、質問票上で該当施策なし、もしくは、当該施策を「活用」した回答者がなかったもの 






























































































































達」が挙げられる（図表 2-6～図表 2-7参照）。 
 

































































































































??? ????? ???? ???? ?????? ??? ????
自治体(N=43) 国立大学等(N=47) 私立大学(N=20) 公立大学(N=2)
国研・独法等(N=1) 中小企業(N=35)大企業(N=18)  
注 1： ハッチ部分は、質問票上で該当施策なし、もしくは、当該施策を「活用」した回答者がなかったもの 


































































































??? ????? ???? ???? ????
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注 1： ハッチ部分は、質問票上で該当施策なし、もしくは、当該施策を「活用」した回答者がなかったもの 

























































































都市エリア産学官連携促進(支援）事業 青森県 3 6.0  2% 
産学連携フォローアップ助成制度 仙台市 1 15.0  - 
県知的クラスター形成事業 福島県 1 150.0  - 
KAST光科学重点研究室、政策課題研究 神奈川県  102.8/年  - 
知的クラスター創成推進事業、知的クラスター産学官連携推進
事業、知的クラスター協力支援事業 




岐阜県 1 104.0  21%
 




京都府 3 61.5  4%
 
知的クラスター創成事業本部経費 京都市 1 17.0  4% 
広島県産業科学技術研究所 広島県 1 20.0  - 
地域クラスター創成事業 
研究開発型産業集積促進事業 
徳島県 1 46.9  9%
 
新商品開発支援型共同研究事業 徳島県 3 36.0  - 












広島ＴＬＯ運営支援事業 広島県 1 12.0  - 
熊本ＴＬＯ事業助成金 熊本県 1 12.0  - 










地域結集型共同研究事業（県単） 宮城県 6 4～9/年 11% 




同研究事業へ発展したもの （5 件） 
愛知県 2～5 150.0 25%
 
先端技術開発共同研究推進事業 京都府  2/年 - 
光・マイクロデバイス開発支援事業 大阪府 1 100.0 - 
和歌山バイオ戦略推進事業 和歌山県  63.0 13% 
県職員の派遣 広島県 1 - - 
地域結集型共同研究事業・コア研究室整備事業 高知県 1 230.0 15% 
大学発ベンチャー創出推進事業（2002～2004)  
35百万円 
山口県 3 35.0 -
 
長崎県技術開発研究委託事業 長崎県 5 325.0 - 











































































































































































































































































































































































                                                


















































































































































                                                
20 参考資料 27 

































































































































































































名簿を作成している 10 3 3 
大体何名いるかは把握している 32 5 28 




限ると 12人以上 20人未満が半数を占める。 




















































































































































































































































































































図表 3-17 人材を中長期的に確保していく上での課題（私立大学）の「その他」の主な意見 
（専任者の確保と人事異動に関わるものを除く） 
大学名 記述内容 
  専門家の育成・確保の困難性 
1  Ａ大学 バイオ等に精通した技術移転スペシャリストの確保が難しい 
3  Ｂ大学 学内人材では十分な対応ができない 
4  C 大学 医療系の専門的知識を持った人材の確保が困難 
5  Ｄ大学 学内教職員で対応しているため、専門的知識が十分とはいえない 
6  Ｅ大学 知的財産管理体制の構築・知的財産管理業務者の育成と確保 
7  Ｆ大学 学内に自学職員のための人材育成プログラムのノウハウがない 
  人選が難しい 
8 Ｇ大学 企業出身者等、外部からのスタッフ確保の際の人選手段が乏しい 
9 Ｈ大学 アドバイザーなど学外人材の導入が規程で認められたので、今後具体化する予定であるが適材の選択が課題 
  その他  
10  Ｉ大学 企業からの依頼試験などを実際に行うスタッフの確保が必要 





















































































ネーターは 17％、産学連携コーディネーターは 13％、特許流通アドバイザーは 6％となって
いる。 
その出身母体をみると、企業出身者が約半数を占めている。 






























































































































































1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003
以降 
自治体・公設試等 81[9] (20.7) 2 1 5 3 2 1 7 8 14 29 
財団法人・社団法人 121[10] (30.9) 10 10 0 0 7 5 9 12 21 37 
大学・高専 104 [16] (26.5) 4 11 3 3 8 1 6 10 11 31 
商工会議所・工業会等 48 [3] (12.2) 1 3 0 0 3 4 3 5 11 15 
その他 38[3] (9.7) 5 1 0 1 1 2 3 2 11 9 
計 392[41] (100.0) 22 26 8 7 21 13 28 37 68 121 






















 35 (71.4) 28 (73.7) 7(77.8) 31(72.1) 26(50.0) 
コーディネーターによる自主的な
活動を資金面等で支援している 10 (21.3) 8 (21.1) 2(22.2) 10(23.3) 8(15.4) 
その他 11 (23.4) 9 (23.7) 2(22.2) 10(23.3) 10(19.2) 
注： （ ）内の数値は、支援活動を行っている団体に占める割合（複数回答、単位：％） 




























































































































図表 3-27 産学官連携が成果をあげている最大要因 
産学官連携が成果をあげている最大要因 回答数 
企業側（とりわけ経営者）の意欲が旺盛 101 (41.4) 
研究テーマの選択が適切（事業化の道筋を企業側が明確に意識） 44 (18.0) 
研究にかかわったメンバー間の円滑なコミュニケーション 23 (9.4) 
コーディネーターによる企業に対する適切なアドバイス、仲立ち 12 (4.9) 
公設試や大学の産学官連携に対する意識の変化 5 (2.1) 
その他・不明 59 (24.2) 















































出典：㈱三井住友銀行・エスエムビーシーコンサルティング㈱記者発表資料（2004 年 9 月１3 日付け） 
 
 



















































































                                                
25 科学技術政策研究所「地域科学技術・イノベーション関連資料の体系化に係る調査研究」（調査資料-114）
2005年 3月公表予定 
26 科学技術政策研究所「科学技術指標」（NISTEP REPORT No.73）2004年 4月 
27 分析に用いたデータの出所、取得状況一覧は「資料編２ 地域科学技術・イノベーション総合指標につ























































































図表 4-2で定義した全国 10ブロックにつき、1990年度から 2002年度までの要素データを
用いて、主成分分析を実施し、重みを算出したのが図表 4-3である。これによると、アウト





























































































1 東京 (  2  ) 5
2 近畿 (  3  ) 2
3 関東（東京除く） (  1  ) 1
4 九州・沖縄 (  5  ) 4
5 東海 (  4  ) 3
6 東北 (  6  ) 6
7 中国 (  7  ) 8
8 北陸・信越 (  8  ) 7
9 北海道 (  9  ) 9





































































































































































































注： 第１主成分による「説明力」は全体の約 51％である。 
 
続いて、図表 4-7で 1990年度から 2002年度の伸び率上位 25道府県をみると、大都市圏域
が上位を占めると共に、総合得点でも上位を占めていることがわかる。 















1 大阪 （ 1 ）
2 福岡 （ 5 ）
3 北海道 （ 4 ）
4 京都 （ 6 ）
5 愛知 （ 3 ）
6 広島 （ 9 ）
7 宮城 （ 13 ）
8 神奈川 （ 2 ）
9 兵庫 （ 10 ）
10 茨城 （ 7 ）
11 静岡 （ 8 ）
12 千葉 （ 11 ）
13 石川 （ 15 ）
14 群馬 （ 16 ）
15 埼玉 （ 12 ）
16 長野 （ 14 ）
17 香川 （ 28 ）
18 岩手 （ 22 ）
19 岡山 （ 19 ）
20 徳島 （ 26 ）
21 山口 （ 21 ）
22 岐阜 （ 17 ）
23 熊本 （ 27 ）
24 新潟 （ 18 ）


























































































































































































































































































































































































































































































































































89 91 94 91 93 96 98 103 113 105 112
128
141 149 148 144 152 151 145
154 154 144 153
153



































































































図表 4-17 ネットワーク数と地域総合指標との相関係数 
46道府県データの相関   
 主成分得点 主成分得点の伸び率 ネットワーク数 
主成分得点 1.00   
主成分得点の伸び率 0.82 1.00  
ネットワーク数 0.63 0.61 1.00 
    
    
特異値（新潟）を除いた場合の相関   
 主成分得点 主成分得点の伸び率 ネットワーク数 
主成分得点 1.00   
主成分得点の伸び率 0.82 1.00  

































東北ブロック 岩手県 （2002年度主成分得点:22位 対1990年度伸び率:18位） 
関東ブロック 群馬県 （2002年度主成分得点:16位 対1990年度伸び率:14位） 
北陸･信越ブロック 石川県 （2002年度主成分得点:15位 対1990年度伸び率:13位） 
中国･四国ブロック 広島県 （2002年度主成分得点: 9位 対 1990年度伸び率: 6位） 













                                                

































































































































                                                




























岩手県 インプット系 インフラ系 アウトプット系波及効果系
プレ1期前（1990） 86 130 134 125
プレ1期（1991-1995） 89 130 136 125
1期（1996-2000） 95 128 141 131
2期（2001-2002） 101 127 149 143
伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 2.70% -0.39% 1.48% 0.56%
伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 6.98% -1.03% 3.59% 4.43%
伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 6.17% -1.27% 6.17% 9.47%
伸び率：プレ1期前（1990） → 2期（2001-2002） 16.64% -2.67% 11.61% 14.96%
順　位：伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 11 45 17 20
順　位：伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 15 43 24 30
順　位：伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 17 37 17 20
順　位：伸び率：プレ1期前（1990） → 2期（2001-2002） 14 45 16 24  
 
                                                
37 科学技術政策研究所［地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査研究］ 
（Policy Study No. 9）2004年 3月、P77, 103 
38 各系で、1期から 2期にかけて比較的高い伸びを示している項目は以下の通り 
・インプット系 ：国の「地域クラスター」関連プログラム投入予算額 



















































































































○ 県内支援組織のメンバーは 2 ヶ月









































○ 重点 4 分野のように分野を設定す
るのはおかしい。重点分野に「ものづく
り」を入れてはいかがか。 









































群馬県 インプット系 インフラ系 アウトプット系波及効果系
プレ1期前（1990） 86 133 138 130
プレ1期（1991-1995） 87 134 141 130
1期（1996-2000） 91 136 145 137
2期（2001-2002） 96 136 159 149
伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 0.64% 1.42% 2.26% 0.38%
伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 5.10% 1.29% 2.60% 4.84%
伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 5.39% -0.27% 10.13% 9.04%
伸び率：プレ1期前（1990） → 2期（2001-2002） 11.47% 2.45% 15.55% 14.75%
順　位：伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 38 18 10 23
順　位：伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 22 15 27 27
順　位：伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 20 19 8 23
順　位：伸び率：プレ1期前（1990） → 2期（2001-2002） 21 15 11 27  
  186































































































































































石川県 インプット系 インフラ系 アウトプット系波及効果系
プレ1期前（1990） 88 130 134 127
プレ1期（1991-1995） 89 132 136 128
1期（1996-2000） 96 129 143 137
2期（2001-2002） 108 129 159 146
伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 1.37% 1.30% 1.80% 1.06%
伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 7.62% -1.91% 5.54% 6.41%
伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 12.73% -0.13% 11.07% 6.69%
伸び率：プレ1期前（1990） → 2期（2001-2002） 22.99% -0.77% 19.33% 14.73%
順　位：伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 24 21 14 13
順　位：伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 14 45 10 20
順　位：伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 8 17 7 26



















































































































































































































広島県 インプット系 インフラ系 アウトプット系波及効果系
プレ1期前（1990） 90 139 157 131
プレ1期（1991-1995） 92 139 149 134
1期（1996-2000） 108 142 166 153
2期（2001-2002） 119 141 197 173
伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 1.75% 0.50% -5.17% 2.39%
伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 17.29% 1.57% 10.99% 13.49%
伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 10.98% -0.03% 19.09% 13.46%
伸び率：プレ1期前（1990） → 2期（2001-2002） 32.44% 2.04% 25.34% 31.84%
順　位：伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 17 35 46 6
順　位：伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 7 13 4 7
順　位：伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 10 14 2 10
順　位：伸び率：プレ1期前（1990） → 2期（2001-2002） 7 20 5 7  
























































































































































































































熊本県 インプット系 インフラ系 アウトプット系波及効果系
プレ1期前（1990） 88 126 136 124
プレ1期（1991-1995） 89 127 138 124
1期（1996-2000） 95 128 141 127
2期（2001-2002） 102 129 146 135
伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 1.87% 1.00% 1.49% 0.33%
伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 6.94% 0.83% 2.37% 2.19%
伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 7.24% 0.52% 3.78% 6.63%
伸び率：プレ1期前（1990） → 2期（2001-2002） 16.82% 2.36% 7.82% 9.32%
順　位：伸び率：プレ1期前（1990） → プレ1期（1991-1995） 15 25 16 26
順　位：伸び率：プレ1期（1991-1995） → 1期（1996-2000） 16 20 31 43
順　位：伸び率：1期（1996-2000） → 2期（2001-2002） 14 7 32 27































































































































































































































































                                                
42 科学技術政策研究所「地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査研究」 






































                                                
43内閣府総合科学技術会議・第１回基本政策専門調査会配布資料２、内閣府総合科学技術会議ウェブサイト
http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kihon/haihu01/siryo2.pdf 
44 Hill, Christopher T. , “R&D Priorities and Human Resources for Science and Technology  Implication of U.S. 
Experience for Japan, ” Proceedings of International Workshop on the Comprehensive Review of the S&T Basic 







































































































                                                



























































































                                                
49 http://www.ebetsu.city-brand.jp/site_discription.php 
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都道府県 全数 47 47 47 100.0% 


































154 152 137 90.1% 
公立大学 公立大学（短大除く全数） 77 76 53 69.7% 










1,597 1,573 264 16.8% 
中小企業 
中小企業創造活動促進法（創造法）により平




1999 より回答企業のうち 1004 社抽出 
2,004 1,999 362 18.1% 















































































科学技術推進施策 ○ ○ ○
産学（公）推進体制
　－横断的調整組織 ○ ○ ○
　－組織の再編・統合 ○ ○ ○
　－公設試・公立大学への横断的取組み ○ ○ ○
　－窓口組織 ○ ○ ○ ○




　－（教職員の）ベンチャー立上げの支援策 ○ ○ ○
　－産業界への情報発信 ○ ○
　－発明者へのインセンティブ制度 ○ ○ ○ ○
　－独自の施策・プログラム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
産学連携の動向及び実績
　－共同・委託研究 ○ ○ ○ ○
　－（奨学）寄附金 ○ ○ ○
　－受入れ研究者数 ○ ○
　－最近伸びている分野 ○ ○ ○ ○ ○
　　（外部に投資している分野） ○
　－特許 ○ ○ ○ ○
　－品種改良 ○ ○
　－包括提携 ○ ○ ○ ○
　－ベストプラクティス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　－海外との連携事例 ○ ○ ○ ○
地域内における産学（公）連携を推進する人材
　－キーパーソン ○ ○ ○ ○ ○
　－コーディネーターの把握度 ○ ○ ○
　－コーディネーター等の不足感 ○ ○ ○ ○ ○
　－中長期的な確保の方法 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
地域内における産学公連携ネットワーク
　－産学公連携のネットワークの例 ○ ○ ○ ○ ○
　－人材及びネットワーク作りの支援 ○ ○ ○ ○ ○
立地しているハイテク・ベンチャー企業 ○ ○ ○ ○
研究開発拠点の展開 ○
他の主体との関係
　－注目している産学連携推進組織 ○ ○ ○
　－国立大学等への寄附・助成 ○ ○ ○
　－他の主体との連携 ○ ○ ○ ○ ○
　－企業側の課題 ○ ○ ○ ○
国・自治体の制度・施策 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































    



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































   



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































      
 













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































    





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































    











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































          
 
  







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































       
 



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































   












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































        






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































   
 
   










































































































































































































































































図表 2-1 主成分分析に用いた基礎指標の出所及びデータ取得状況 
年度 注
区分 データ名称 データ定義 データ出典 プレⅠ期 Ⅰ期 Ⅱ期 　
















































































● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 大学等本部の所属都道府
県でカウント














● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
品種登録件数 登録時の育成権者の住所・所在地
での整理













































・地域研究開発促進拠点支援事業＜RSP 研究成果育成型＞（JST） ・金属製錬技術者 　＝　前後の最近接年のデータを線形で補間


















- - ○ ○ ○
新たな通信・放送事業分野開拓のための先進的技
術開発
- - - ○ ○
民間基盤技術開発促進制度 - - - ○ ○
総務省 消防防災科学技術研究推進制度 - - - - -
文部科学省・日本学術振興会 科学研究費補助金 ○ ○ ○ ○ ○
文部科学省 科学技術振興調整費 ○ ○ ○ ○ ○
科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業 - - ○ ○ ○
文部科学省 独創的革技術開発研究提案公募制度 - - ○ ○ ○
文部科学省（2002）
科学技術振興機構（2003）
大学発ベンチャー創出支援制度 - - - - ○
文部科学省 未来開拓学術研究費補助金 - - ○ ○ ○
厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金
（旧：厚生科学研究費補助金）
○ ○ ○ ○ ○
医薬品副作用被害救済・研究機構 保健分野における基礎研究推進事業 - - ○ ○ ○
新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業 - - ○ ○ ○
新事業創出研究開発事業 - - - ○ ○
生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業 - - - - -
民間結集型アグリビジネス創出技術開発事業 - - - ○ ○
先端技術を活用した農林水産研究高度化事業 - - - ○ ○
経済産業省 産業技術研究助成事業
新規産業創造型提案公募事業
- - ○ ○ ○
運輸分野における基礎研究推進制度 - - ○ ○ ○
建設技術研究開発助成制度 - - - ○ ○
地球環境研究総合推進費 ○ ○ ○ ○ ○
環境技術開発等推進費 - - - ○ ○
















































インプット系 公的研究機関の使用研究費 0.26 0.58 -0.67 -0.13 0.26 0.00 0.19 0.01 0.11 -0.10 -0.00 0.01 0.02 -0.01 -0.00
国の「地域クラスター」関連プログラム投入予算 0.61 -0.52 -0.43 0.16 -0.23 -0.11 0.24 -0.10 -0.11 0.03 -0.06 0.01 0.01 -0.00 -0.00
競争的資金 0.73 -0.53 0.18 -0.28 0.16 -0.15 0.04 0.09 -0.06 0.06 0.05 0.09 0.01 -0.00 0.00
インフラ系 科学研究者数 0.79 0.55 0.06 0.05 -0.16 0.18 -0.05 -0.08 -0.02 0.02 0.04 0.06 -0.00 -0.05 -0.01
技術者数 0.83 0.53 0.00 0.06 -0.07 0.07 -0.02 -0.07 0.01 -0.02 0.01 0.02 0.02 0.02 0.04
「学術研究機関」事業所数（民営） 0.87 0.33 0.29 -0.09 -0.05 0.14 0.08 -0.04 0.01 0.02 0.01 0.00 0.03 0.05 -0.02
研究機関立地数（公営） 0.23 0.69 -0.63 0.07 0.13 0.05 -0.08 0.14 -0.14 0.13 -0.01 -0.02 -0.00 0.01 -0.00
アウトプット系大学等の共同研究実施件数 0.75 -0.53 -0.24 0.11 0.15 -0.04 -0.04 -0.14 0.17 0.12 0.05 -0.04 -0.00 -0.00 0.00
論文数 0.94 0.18 0.13 -0.21 -0.04 -0.01 0.10 0.01 -0.02 -0.02 0.02 -0.06 -0.10 -0.00 0.00
特許発明者数 0.84 0.24 0.41 -0.20 -0.01 -0.08 0.01 0.05 0.01 0.04 -0.08 -0.07 0.06 -0.03 0.00
品種登録件数 0.78 -0.09 0.35 0.44 0.07 0.01 0.09 0.22 0.08 -0.01 -0.02 0.02 -0.01 -0.00 -0.00
波及効果系 粗付加価値額 0.64 0.63 -0.09 0.09 -0.07 -0.34 -0.20 -0.04 0.03 -0.05 -0.02 0.02 -0.01 0.01 -0.01
大学等発ベンチャー企業数 0.70 -0.61 -0.10 -0.04 0.22 0.16 -0.17 -0.06 -0.02 -0.04 -0.12 0.03 -0.02 0.00 -0.00
インキュベーション施設「卒業」企業数 0.44 -0.55 -0.55 -0.17 -0.36 0.06 -0.11 0.17 0.11 -0.03 0.01 -0.00 0.01 0.00 -0.00
中小企業創造活動促進法認定企業数 0.82 -0.50 -0.08 0.11 0.11 0.01 -0.06 -0.00 -0.15 -0.11 0.09 -0.06 0.03 -0.00 -0.00
固有値 7.6 3.8 1.8 0.5 0.4 0.3 0.2 0.2 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
寄与率(%) 50.7 25.0 12.3 3.2 2.8 1.7 1.5 1.0 0.8 0.4 0.3 0.2 0.1 0.0 0.0
累積寄与率(%) 50.7 75.7 88.0 91.2 94.0 95.7 97.2 98.2 98.9 99.4 99.6 99.8 99.9 100.0 100.0  
 
 
図表 2-4 各主成分の固有値及び累積寄与率（ブロック別主成分分析） 
7.6
1.8







97.2% 98.2% 98.9% 99.4%

















































































































図表 2-5 ブロック別主成分得点 
1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
北海道ブロック 424 426 428 429 434 435 437 442 446 454 457 466 476
東北ブロック 442 447 448 451 454 454 462 470 481 496 500 512 525
関東ブロック（東京を除く） 585 585 592 599 612 611 624 638 655 680 685 708 732
東京ブロック 517 524 533 533 529 548 552 580 604 636 661 692 718
東海ブロック 485 484 487 494 499 504 509 526 532 545 560 577 588
北陸・信越ブロック 448 448 448 448 454 452 459 468 474 485 487 499 515
近畿ブロック 516 520 526 528 531 543 549 571 596 632 640 685 695
中国ブロック 445 441 445 449 448 448 462 466 472 482 490 496 524
四国ブロック 421 427 425 424 426 425 432 441 446 451 452 462 464
九州・沖縄ブロック 454 460 463 466 467 469 477 494 499 515 521 542 559
全国平均 474 476 480 482 485 489 496 510 521 537 545 564 580   
 
図表 2-6 ブロック別主成分得点の伸び率（対 1990 年度） 
都道府県 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
北海道ブロック 0.0% 0.6% 0.8% 1.1% 2.3% 2.5% 3.0% 4.2% 5.3% 7.0% 7.9% 9.9% 12.4%
東北ブロック 0.0% 1.0% 1.3% 2.1% 2.7% 2.8% 4.4% 6.4% 8.9% 12.2% 13.0% 15.9% 18.8%
関東ブロック（東京を除く） 0.0% 0.2% 1.3% 2.5% 4.6% 4.5% 6.8% 9.2% 12.1% 16.3% 17.1% 21.1% 25.3%
東京ブロック 0.0% 1.3% 3.1% 3.1% 2.2% 5.9% 6.7% 12.1% 16.8% 22.9% 27.8% 33.7% 38.9%
東海ブロック 0.0% -0.2% 0.6% 1.9% 2.9% 4.0% 5.1% 8.5% 9.8% 12.4% 15.5% 19.1% 21.4%
北陸・信越ブロック 0.0% -0.1% 0.1% -0.1% 1.3% 0.9% 2.5% 4.4% 5.9% 8.3% 8.7% 11.3% 15.0%
近畿ブロック 0.0% 0.7% 1.9% 2.3% 2.9% 5.3% 6.4% 10.7% 15.5% 22.4% 24.1% 32.7% 34.7%
中国ブロック 0.0% -0.8% 0.1% 1.0% 0.8% 0.8% 3.8% 4.7% 6.1% 8.3% 10.1% 11.5% 17.8%
四国ブロック 0.0% 1.6% 1.1% 0.9% 1.4% 1.1% 2.8% 4.8% 6.0% 7.3% 7.4% 9.9% 10.4%
九州・沖縄ブロック 0.0% 1.2% 1.9% 2.5% 2.9% 3.3% 5.0% 8.8% 9.9% 13.4% 14.7% 19.3% 23.1%
全国平均 0.0% 0.5% 1.3% 1.8% 2.5% 3.2% 4.8% 7.6% 9.9% 13.5% 15.1% 19.0% 22.4%  
  2-6
 































インプット系 公的研究機関の使用研究費 0.56 0.22 -0.59 -0.24 -0.23 -0.38 -0.05 0.01 0.18 -0.04 -0.01 -0.02 0.01 0.02 0.01
国の「地域クラスター」関連プログラム投入予算額 0.70 -0.59 0.03 -0.00 -0.18 -0.01 -0.09 0.02 -0.21 -0.20 -0.20 -0.05 0.03 0.03 0.00
競争的資金 0.66 -0.49 -0.19 0.20 0.40 0.01 0.18 -0.11 0.11 -0.08 0.02 -0.12 -0.06 0.05 -0.01
インフラ系 科学研究者数 0.77 0.50 0.21 -0.09 0.08 0.15 -0.16 0.14 0.01 -0.05 0.06 -0.05 -0.03 0.07 0.09
技術者数 0.84 0.45 0.11 -0.08 -0.10 -0.00 -0.05 -0.01 -0.07 -0.00 0.04 -0.14 -0.12 -0.12 -0.04
「学術研究機関」事業所数（民営） 0.86 0.38 0.08 -0.15 0.12 0.12 -0.09 0.08 0.04 -0.08 0.06 0.02 0.11 0.05 -0.10
研究機関立地数（公営） 0.40 0.35 -0.72 -0.07 -0.03 0.41 0.06 -0.10 -0.08 0.04 -0.06 0.05 -0.01 -0.00 0.01
アウトプット系大学等の共同研究実施件数 0.69 -0.52 -0.25 0.14 0.15 -0.14 -0.23 0.00 -0.16 0.00 0.17 0.13 -0.05 -0.01 -0.00
論文数 0.92 0.08 0.04 0.04 0.30 -0.05 0.08 0.09 0.08 -0.05 -0.10 0.07 0.08 -0.13 0.04
特許発明者数 0.83 0.37 0.26 -0.04 0.03 -0.13 0.16 0.01 -0.02 0.07 -0.14 0.14 -0.12 0.06 -0.02
品種登録件数 0.57 0.01 -0.02 0.73 -0.31 0.10 -0.05 0.10 0.15 0.02 -0.01 0.01 -0.00 0.00 -0.01
波及効果系 粗付加価値額 0.76 0.45 0.06 0.23 -0.02 -0.19 0.12 -0.19 -0.19 0.14 0.05 -0.06 0.11 0.03 0.02
大学等発ベンチャー企業数 0.67 -0.57 0.11 -0.19 0.05 0.08 -0.23 -0.07 0.11 0.28 -0.10 -0.05 0.02 0.00 -0.00
インキュベーション施設「卒業」企業数 0.62 -0.59 -0.05 -0.20 -0.17 0.05 0.30 0.28 -0.06 0.11 0.10 -0.02 0.02 0.00 0.00
中小企業創造活動促進法認定企業数 0.72 -0.34 0.32 -0.19 -0.28 0.12 0.09 -0.28 0.12 -0.11 0.10 0.08 0.01 -0.02 0.02
固有値 7.7 2.8 1.2 0.9 0.6 0.5 0.3 0.3 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0
寄与率(%) 51.3 18.5 8.1 5.7 4.0 3.1 2.3 1.8 1.5 1.3 1.0 0.7 0.5 0.3 0.1
累積寄与率(%) 51.3 69.8 77.9 83.6 87.6 90.7 93.0 94.7 96.2 97.5 98.4 99.1 99.5 99.9 100.0  
 
 































































































































図表 2-9 道府県別主成分得点 
 
1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
北海道 555 567 572 580 596 599 606 626 645 674 685 718 758
青森 478 480 482 483 488 483 485 485 491 492 496 505 510
岩手 475 478 476 484 479 481 482 488 492 501 510 514 526
宮城 496 502 507 516 517 524 533 552 571 591 594 608 627
秋田 472 480 477 479 478 482 486 487 492 509 500 504 505
山形 478 481 478 479 484 481 482 488 494 500 501 505 507
福島 482 482 485 482 484 485 492 494 495 502 506 514 521
茨城 584 589 591 599 603 610 617 628 625 644 653 672 696
栃木 504 499 504 503 507 505 513 510 512 520 516 519 527
群馬 486 491 489 491 497 492 496 505 509 516 516 534 546
埼玉 561 564 571 573 578 579 584 591 602 618 614 620 628
千葉 558 562 567 572 577 582 587 601 615 624 631 640 650
神奈川 714 716 721 730 737 740 757 767 783 813 820 850 866
新潟 495 499 498 497 504 502 506 517 515 516 520 526 540
富山 477 479 481 484 485 487 490 493 497 503 502 508 513
石川 478 479 484 485 487 490 497 495 503 512 519 532 552
福井 477 474 477 476 475 474 477 484 494 497 505 508 512
山梨 472 471 474 473 480 476 478 484 495 499 498 495 502
長野 509 505 507 503 512 510 518 527 531 549 539 550 567
岐阜 496 498 500 499 505 501 506 511 514 523 524 536 542
静岡 553 537 539 545 546 550 559 577 585 599 622 634 660
愛知 613 618 629 644 644 660 666 693 704 729 748 781 795
三重 482 483 486 488 491 492 495 501 505 504 507 508 513
滋賀 483 488 487 489 489 490 492 496 498 507 513 523 525
京都 544 546 554 559 564 574 581 595 617 652 665 705 729
大阪 644 647 654 652 656 680 692 740 787 849 864 938 954
兵庫 544 550 556 560 557 565 565 578 590 610 618 636 651
奈良 469 471 478 472 472 473 475 478 485 489 486 496 499
和歌山 469 469 473 470 476 477 479 480 482 487 492 500 499
鳥取 465 467 467 468 468 468 472 473 476 487 478 481 483
島根 466 466 469 467 468 469 470 473 475 482 483 484 494
岡山 483 485 487 493 517 495 509 504 510 508 515 524 534
広島 517 509 514 520 512 518 544 553 564 580 596 604 658
山口 480 480 483 482 482 485 487 491 497 504 509 517 526
徳島 471 488 478 472 480 474 484 492 495 500 502 518 517
香川 465 469 468 470 471 471 478 489 497 503 503 514 516
愛媛 479 480 480 484 484 487 488 495 501 506 511 514 520
高知 470 467 470 469 469 470 471 474 478 482 484 493 500
福岡 525 533 538 538 544 545 565 596 607 638 646 687 735
佐賀 469 469 470 471 471 471 474 476 478 478 486 485 486
長崎 470 472 476 476 476 476 479 480 482 489 488 502 506
熊本 473 475 476 478 482 478 480 485 490 497 503 508 517
大分 475 479 481 488 478 479 479 482 483 486 487 492 495
宮崎 466 467 466 469 472 473 475 481 485 481 484 485 487
鹿児島 476 477 481 484 482 487 488 488 493 498 500 508 504




図表 2-10 主成分得点の道府県順位 
1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
北海道 7 5 5 5 5 5 5 5 4 4 4 4 4
青森 26 26 25 28 22 28 29 35 35 36 36 33 32
岩手 32 32 35 25 33 31 31 31 33 29 23 26 22
宮城 15 14 14 13 13 12 13 13 12 12 13 12 13
秋田 34 28 33 31 35 29 28 33 34 20 34 35 35
山形 27 24 31 32 26 30 32 32 30 31 32 34 33
福島 21 23 22 30 25 27 23 24 28 28 26 25 24
茨城 4 4 4 4 4 4 4 4 5 6 6 7 7
栃木 14 15 15 15 16 15 15 17 17 16 19 21 20
群馬 18 18 18 19 19 20 20 18 19 18 18 16 16
埼玉 5 6 6 6 6 7 7 9 9 9 11 11 12
千葉 6 7 7 7 7 6 6 6 7 8 8 8 11
神奈川 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2
新潟 17 16 17 17 18 16 18 15 15 17 16 18 18
富山 29 30 26 27 24 25 24 25 24 26 31 28 30
石川 25 29 23 23 23 22 19 23 21 19 17 17 15
福井 28 35 34 34 38 37 39 36 31 34 27 30 31
山梨 35 38 38 36 31 36 38 37 29 32 35 39 37
長野 13 13 13 14 15 14 14 14 14 14 14 14 14
岐阜 16 17 16 16 17 17 17 16 16 15 15 15 17
静岡 8 10 10 10 10 10 11 11 11 11 9 10 8
愛知 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
三重 22 22 21 22 20 19 21 20 20 25 25 29 29
滋賀 19 19 20 20 21 21 22 21 23 22 21 20 23
京都 10 9 9 9 8 8 8 8 6 5 5 5 6
大阪 2 2 2 2 2 2 2 2 1 1 1 1 1
兵庫 9 8 8 8 9 9 9 10 10 10 10 9 10
奈良 39 37 32 38 39 39 40 42 37 38 41 38 39
和歌山 40 40 39 40 37 34 35 40 41 39 37 37 40
鳥取 45 42 45 44 45 45 43 45 45 40 46 46 46
島根 42 45 42 46 46 44 45 46 46 44 44 45 42
岡山 20 21 19 18 12 18 16 19 18 21 20 19 19
広島 12 12 12 12 14 13 12 12 13 13 12 13 9
山口 23 25 24 29 28 26 27 27 25 24 24 23 21
徳島 36 20 30 37 32 38 30 26 27 30 30 22 26
香川 44 41 43 41 41 41 37 28 26 27 29 24 28
愛媛 24 27 29 24 27 24 25 22 22 23 22 27 25
高知 38 44 40 42 44 43 44 44 42 43 43 40 38
福岡 11 11 11 11 11 11 10 7 8 7 7 6 5
佐賀 41 39 41 39 42 42 42 43 43 46 40 43 45
長崎 37 36 36 35 36 35 34 41 40 37 38 36 34
熊本 33 34 37 33 29 33 33 34 36 35 28 32 27
大分 31 31 27 21 34 32 36 38 39 41 39 41 41
宮崎 43 43 46 43 40 40 41 39 38 45 42 44 44
鹿児島 30 33 28 26 30 23 26 30 32 33 33 31 36





図表 2-11 道府県別主成分得点の伸び率（対 1990 年） 
1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
北海道 2.1% 3.0% 4.5% 7.4% 7.9% 9.2% 12.8% 16.2% 21.4% 23.4% 29.3% 36.5%
青森 0.5% 0.8% 1.0% 2.0% 1.0% 1.5% 1.6% 2.8% 2.9% 3.8% 5.7% 6.8%
岩手 0.6% 0.2% 2.0% 0.8% 1.2% 1.5% 2.7% 3.6% 5.6% 7.4% 8.2% 10.8%
宮城 1.2% 2.2% 3.9% 4.3% 5.6% 7.4% 11.2% 15.1% 19.2% 19.8% 22.6% 26.4%
秋田 1.6% 1.1% 1.5% 1.2% 2.1% 2.9% 3.2% 4.2% 7.8% 5.9% 6.8% 7.0%
山形 0.7% 0.0% 0.3% 1.3% 0.7% 0.8% 2.1% 3.5% 4.6% 4.8% 5.6% 6.2%
福島 0.1% 0.6% 0.1% 0.4% 0.6% 2.1% 2.5% 2.7% 4.2% 4.9% 6.6% 8.1%
茨城 0.9% 1.2% 2.5% 3.3% 4.4% 5.7% 7.5% 7.1% 10.3% 11.8% 15.1% 19.3%
栃木 -1.0% -0.1% -0.3% 0.4% 0.1% 1.7% 1.1% 1.5% 3.0% 2.2% 2.9% 4.5%
群馬 1.1% 0.5% 1.0% 2.3% 1.3% 2.0% 3.8% 4.8% 6.1% 6.1% 9.9% 12.2%
埼玉 0.6% 1.8% 2.1% 3.0% 3.3% 4.1% 5.4% 7.3% 10.3% 9.5% 10.6% 11.9%
千葉 0.7% 1.6% 2.6% 3.3% 4.3% 5.2% 7.6% 10.2% 11.9% 13.1% 14.6% 16.4%
神奈川 0.3% 1.0% 2.3% 3.2% 3.6% 6.1% 7.3% 9.7% 13.9% 14.8% 19.0% 21.2%
新潟 0.8% 0.5% 0.4% 1.7% 1.4% 2.1% 4.3% 4.0% 4.2% 5.0% 6.1% 9.0%
富山 0.3% 0.8% 1.4% 1.6% 2.0% 2.7% 3.2% 4.1% 5.4% 5.2% 6.5% 7.4%
石川 0.2% 1.1% 1.5% 1.7% 2.4% 3.9% 3.5% 5.2% 6.9% 8.4% 11.3% 15.3%
福井 -0.7% -0.1% -0.3% -0.5% -0.6% -0.1% 1.4% 3.4% 4.1% 5.8% 6.4% 7.2%
山梨 -0.1% 0.5% 0.3% 1.8% 0.9% 1.3% 2.7% 4.9% 5.9% 5.5% 5.0% 6.4%
長野 -0.8% -0.4% -1.2% 0.4% 0.1% 1.8% 3.4% 4.2% 7.9% 5.8% 8.0% 11.3%
岐阜 0.4% 0.8% 0.7% 1.9% 1.0% 2.2% 3.0% 3.8% 5.6% 5.7% 8.0% 9.4%
静岡 -2.9% -2.6% -1.5% -1.3% -0.6% 1.1% 4.2% 5.8% 8.4% 12.4% 14.6% 19.2%
愛知 0.8% 2.5% 4.9% 4.9% 7.6% 8.6% 12.9% 14.7% 18.8% 21.9% 27.3% 29.6%
三重 0.4% 1.0% 1.2% 1.9% 2.2% 2.8% 3.9% 4.9% 4.7% 5.3% 5.5% 6.6%
滋賀 1.0% 0.7% 1.2% 1.2% 1.5% 1.8% 2.6% 3.0% 4.8% 6.1% 8.3% 8.8%
京都 0.3% 1.7% 2.8% 3.5% 5.5% 6.7% 9.3% 13.4% 19.8% 22.2% 29.5% 33.9%
大阪 0.5% 1.4% 1.2% 1.8% 5.5% 7.4% 14.9% 22.1% 31.8% 34.1% 45.6% 48.1%
兵庫 1.1% 2.0% 2.9% 2.3% 3.8% 3.7% 6.2% 8.3% 12.1% 13.5% 16.9% 19.5%
奈良 0.4% 1.8% 0.5% 0.6% 0.9% 1.3% 1.9% 3.4% 4.1% 3.4% 5.6% 6.3%
和歌山 0.0% 0.8% 0.2% 1.3% 1.7% 2.1% 2.2% 2.7% 3.8% 4.9% 6.5% 6.2%
鳥取 0.5% 0.4% 0.7% 0.8% 0.8% 1.4% 1.7% 2.4% 4.7% 2.9% 3.5% 3.9%
島根 0.2% 0.6% 0.3% 0.5% 0.7% 0.9% 1.5% 2.1% 3.5% 3.7% 3.8% 6.0%
岡山 0.5% 0.9% 2.2% 7.2% 2.5% 5.5% 4.4% 5.7% 5.3% 6.7% 8.6% 10.6%
広島 -1.6% -0.6% 0.5% -1.0% 0.1% 5.1% 7.0% 8.9% 12.0% 15.1% 16.7% 27.2%
山口 0.0% 0.7% 0.5% 0.4% 1.1% 1.4% 2.3% 3.5% 5.1% 6.1% 7.7% 9.7%
徳島 3.6% 1.6% 0.4% 1.9% 0.6% 2.9% 4.5% 5.2% 6.3% 6.7% 10.0% 9.9%
香川 0.8% 0.6% 1.0% 1.2% 1.3% 2.7% 5.2% 6.8% 8.2% 8.1% 10.6% 10.8%
愛媛 0.1% 0.1% 1.0% 0.9% 1.6% 1.7% 3.3% 4.4% 5.5% 6.5% 7.1% 8.5%
高知 -0.5% 0.2% 0.0% -0.1% 0.1% 0.3% 1.0% 1.8% 2.6% 3.0% 5.0% 6.5%
福岡 1.6% 2.6% 2.5% 3.8% 3.9% 7.6% 13.6% 15.7% 21.6% 23.2% 30.9% 40.0%
佐賀 0.0% 0.1% 0.4% 0.3% 0.3% 1.0% 1.5% 1.8% 1.9% 3.5% 3.4% 3.5%
長崎 0.5% 1.3% 1.2% 1.3% 1.4% 2.0% 2.1% 2.6% 4.1% 3.9% 6.8% 7.7%
熊本 0.5% 0.6% 1.2% 2.0% 1.2% 1.6% 2.7% 3.7% 5.1% 6.5% 7.5% 9.4%
大分 0.7% 1.1% 2.7% 0.6% 0.8% 0.7% 1.3% 1.6% 2.1% 2.4% 3.4% 4.1%
宮崎 0.3% 0.1% 0.7% 1.3% 1.6% 2.0% 3.2% 4.1% 3.2% 3.9% 4.1% 4.6%
鹿児島 0.1% 0.9% 1.6% 1.1% 2.3% 2.3% 2.5% 3.4% 4.4% 5.0% 6.6% 5.8%




図表 2-12 主成分得点伸び率（対 1990 年度）の道府県順位 
1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
北海道 2 1 2 1 1 1 4 2 3 2 4 3
青森 22 25 25 13 30 33 40 37 43 39 34 32
岩手 17 36 13 33 27 34 28 29 22 16 20 18
宮城 5 4 3 4 3 4 5 4 5 6 6 7
秋田 3 15 15 28 16 15 26 22 16 24 27 31
山形 15 41 39 27 37 43 37 31 31 35 35 38
福島 36 29 41 41 38 24 33 38 35 33 28 27
茨城 9 13 8 7 6 8 8 12 11 12 10 10
栃木 44 43 44 40 43 31 45 46 42 46 46 43
群馬 6 33 24 11 25 26 20 20 19 22 17 14
埼玉 16 7 12 10 11 12 13 11 12 13 14 15
千葉 13 9 7 8 7 10 7 7 10 10 11 12
神奈川 30 17 10 9 10 7 9 8 7 8 7 8
新潟 11 34 36 21 22 22 17 26 33 32 33 24
富山 28 23 17 22 17 18 25 24 24 30 31 29
石川 33 16 16 20 13 13 21 17 17 14 13 13
福井 42 42 43 44 46 46 43 33 38 25 32 30
山梨 40 32 37 18 32 38 30 18 20 28 39 35
長野 43 44 45 38 41 29 22 23 15 26 22 16
岐阜 25 22 28 17 31 21 27 27 21 27 21 22
静岡 46 46 46 46 45 40 18 14 13 11 12 11
愛知 10 3 1 3 2 2 3 5 6 5 5 5
三重 26 18 19 16 15 17 19 19 30 29 37 33
滋賀 8 26 22 29 21 28 31 35 28 21 19 25
京都 27 8 5 6 4 6 6 6 4 4 3 4
大阪 20 11 21 19 5 5 1 1 1 1 1 1
兵庫 7 5 4 12 9 14 11 10 8 9 8 9
奈良 24 6 33 36 33 37 38 34 37 42 36 36
和歌山 39 24 40 24 18 23 35 39 39 34 30 37
鳥取 21 35 30 34 35 36 39 41 29 44 43 45
島根 32 30 38 37 36 42 42 42 40 40 42 39
岡山 23 19 11 2 12 9 16 15 25 17 18 19
広島 45 45 31 45 44 11 10 9 9 7 9 6
山口 38 27 32 39 28 35 34 30 27 23 23 21
徳島 1 10 35 15 39 16 15 16 18 18 16 20
香川 12 31 26 30 24 19 14 13 14 15 15 17
愛媛 35 40 23 32 19 30 23 21 23 19 25 26
高知 41 37 42 43 42 45 46 44 44 43 38 34
福岡 4 2 9 5 8 3 2 3 2 3 2 2
佐賀 37 39 34 42 40 41 41 43 46 41 44 46
長崎 19 12 18 26 23 25 36 40 36 37 26 28
熊本 18 28 20 14 26 32 29 28 26 20 24 23
大分 14 14 6 35 34 44 44 45 45 45 45 44
宮崎 29 38 29 23 20 27 24 25 41 38 41 42
鹿児島 34 20 14 31 14 20 32 32 32 31 29 40
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 236 381 109 158 
特許申請件数 
 237 341 186 147 
特許取得数 
 90 154 72 56 
ライセンス件数 
 147 95 48 42 
ライセンス収入(1000 ﾄﾞﾙ) 
 40,082 17,069 13,526 3,528 
起業数 
（注２） 19 17 2 2 
注１：大学自身の出す資金を除く。 
注２：大学からのライセンスによって設立された企業の数。 
出所：AUTM AUTM Licensing Survey :FY1999, Norwalk,CT:AUTM Headquarters. 
（※ 宮田[2002]からの孫引き） 







































 321 484 140 237 
特許申請件数 
 255 245 62 110 
特許取得数 
 96 134 57 56 
ライセンス件数 
 106 122 85 61 
ライセンス収入(1000 ﾄﾞﾙ) 
 52,712 28,707 19,854 30,033 
起業数 
（注２） 13 23 7 5 
注１：大学自身の出す資金を除く。 
注２：大学からのライセンスによって設立された企業の数。 




図表 3-3 大学の産学連携窓口スタッフの出身母体（国立大学等 N=127） 
 計 （％） 窓口担当者 外部スタッフ その他 
大学（自大学） 759 (61.8) 573 14 172 
大学（他大学） 26 (2.1) 20 5 1 
企業（法務・知財関連） 136 (11.1) 34 75 27 
企業（研究開発・営業開拓） 190 (15.5) 81 82 27 
公設試験研究機関 16 (1.3) 8 8 0 
地方公共団体 22 (1.8) 12 10 0 
その他 79 (6.4) 49 23 7 
不明 100    100 
計 1,328  777 217 334 
注：（ ）内の数値は、「不明」を除く全体に占める割合（複数回答のため、スタッフに占める割合ではない） 
 
図表 3-4 大学の産学連携窓口スタッフの出身母体（公立大学 N=34） 
 計 （％） 窓口担当者 外部スタッフ その他 
大学（自大学） 117 (64.6) 68 25 24 
大学（他大学） 0 (0.0) 0 0 0 
企業（法務・知財関連） 6 (3.3) 3 2 1 
企業（研究開発・営業開拓） 12 (6.6) 3 8 1 
公設試験研究機関 1 (0.6) 0 1 0 
地方公共団体 21 (11.6) 14 4 3 
その他 24 (13.3) 15 9 0 
不明 11    11 
計 192  103 49 40 
注：（ ）内の数値は、「不明」を除く全体に占める割合（複数回答のため、スタッフに占める割合ではない） 
 
図表 3-5 大学の産学連携窓口スタッフの出身母体（私立大学 N=141） 
 計 （％） 窓口担当者 外部スタッフ その他 
大学（自大学） 455 (70.0) 378 10 67 
大学（他大学） 27 (4.2) 17 6 4 
企業（法務・知財関連） 32 (4.9) 15 17 0 
企業（研究開発・営業開拓） 97 (14.9) 52 34 11 
公設試験研究機関 3 (0.5) 2 0 1 
地方公共団体 5 (0.8) 3 2 0 
その他 31 (4.8) 15 15 1 
不明 103    103 






図表 3-6 起業支援制度の例（私立大学） 
 
大学名 創設年度 規定等の概要 
  資金援助 
1  私立Ａ大学 2003
ベンチャー出資制度（ラボ入居者・本学学生の中から有望なビジネスプランを持つ者に対し出
資） 




3  私立 C大学 2004 ・特許申請の費用負担 
4  私立Ｄ大学 2003 教員が起業する際に、出資金の供出がある。資本金の額による為に、一律の出資ではない。 
5  私立Ｅ大学 2003
アントレプレナー支援資金（大学が権利者である産業財産権に基づく研究開発型のベンチャ
ー企業の設立支援として、大学が最大 100 万円（資本金の 30％以内）の出資を行う規定を整
備した。出資は知的資産センターの推薦を経て、支援資金運営委員会が決定） 
  施設の整備や開放等 
6  私立Ｆ大学 2004
インキュベートルーム開設。（本学教員が関わるベンチャー、本学教員の技術シーズ等の活用
をはかるベンチャー、本学教員と共同研究を行うベンチャーに貸出を行う。） 
7  私立Ｇ大学 2001
キャンパス内インキュベーション施設の提供 
支援対象：教職員・学生であり大学の研究成果を事業化しようとする者 
支援期間：2 年間（審査により 1 年の延長を認める） 
審査方法：ビジネスプランについて書類審査とプレゼンテーションを行い選考する。  
8  私立Ｈ大学 2004
インキュベーション施設管理・運用規程を制定し、施設面の提供と、OB等の協力を得てビジネ
スプラン作成やコンサルティング等の支援を行うこととした。 
9  私立 Ｉ 大学 2002
新設のマネジメント学部マネジメント学科の教員・学生有志を中心に、有限会社を設立。研究
室棟の 1室を貸与している。また、備品等についても貸与の便宜を図っている。 
10  私立 C大学 2004
・施設の利用を認める 
・インキュベーションセンターによる支援 
11  私立 Ｊ 大学   施設の開放、講座の開講 
12  私立Ｋ大学 2000
「インキュベーション･ラボ」の名称で、学生のベンチャービジネス能力を養成することを目的と
し、施設の概要は、収容可能事業数 18 イベント、オフィススペース 6 ブース、パソコン台数 18
台。本学の学生であれば誰でも入居資格があり、自分の考えたアイデアをビジネスプラン化し
企画書を提出させ、審査し学部長が施設利用を許可。 
  コンサルティング等 
13  私立Ｌ大学 2000
アントレプレナー養成センターを開設（起業へ立ち上げのためのプロフェショナルサービスを
提供） 









支援期間：2 年間（審査により 1 年の延長を認める） 
審査方法：ビジネスプランについて書類審査とプレゼンテーションを行い選考する。 
16  私立Ｎ大学   
学生のベンチャーマインドを高揚するために、研究会を設置、毎年「起業化アイデアコンテス
ト」を実施している。 




  教員の負担軽減 






図表 3-7 起業支援制度の例（国研・独法等） 
大学名 創設年度 規定等の概要 
  施設の整備や開放等 
1 Ａ独立行政法人 1998 ・共同研究における施設利用等の優遇措置。 
2 Ｂ独立行政法人 2002 
・共同研究における施設及び設備の無償使用 
・共同研究の範囲外における施設等の利用についての有償使用 
3 Ｃ独立行政法人 2003 ・認定ベンチャーに対し、事業所の貸与等を行う。 
4 Ｄ特殊法人 1999 ・研究施設等を貸与 
  コンサルティング等 
5 Ｄ特殊法人 1999 ・設立に有用な情報の提示、助言 
  その他 
1 Ａ独立行政法人 1998 
・特許権等の実施許諾における優遇措置 
・研究者の兼業及び出向許可 






3 Ｃ独立行政法人 2003 ・認定ベンチャーに対し、特許許諾の優遇等を行う。 










図表 3-8 国内の大学との研究提携全体におけるシェア（2002 年度、大企業の回答） 
研究提携全体におけるシェア 奨学寄附金 共同研究 委託研究 
10%未満 37 43 40 
10～20%未満 13 28 19 
20～30%未満 11 18 17 
30～40%未満 11 14 12 
40～50%未満 18 15 9 
50～60%未満 11 8 9 
60～70%未満 8 8 4 
70～80%未満 8 9 6 
80～90%未満 13 5 2 
90%～ 27 22 14 
計 157 170 132 
注： 別設問において、「過去 5年間に「実績なし」」と回答した回答数を除外（「10％未満」部分） 
 
図表 3-9 海外の大学との研究提携全体におけるシェア（2002 年度、大企業の回答） 
研究提携全体におけるシェア 奨学寄附金 共同研究 委託研究 
10%未満 20 10 13 
10～20%未満 2 1 1 
20～30%未満 0 0 3 
30～40%未満 1 3 3 
40～50%未満 0 7 6 
50～60%未満 1 4 5 
60～70%未満 0 3 2 
70～80%未満 0 2 0 
80～90%未満 0 3 2 
90%～ 7 17 12 
                 計 31 50 47 































受入金額（億円） 65 94 112 158 176
件数（全体） 1,139 1,241 1,392 1,488 1,704 2,001 2,362 2,568 3,129 4,029 5,264 6,767 8,023
うち民間企業（１） 4,225 5,457 6,411
うち民間企業（２） 1,035 1,153 1,252 1,316 1,442 1,603 1,877 2,110 2,486 3,171 4,187








昇傾向にある。特に 2001年度から 2002年度にかけては大きく増加している。 
z なお、文部科学省調査によれば、2003 年度の私立大学及び私立高等専門学校の共同研究の
実施件数は 850件である。実績機関数で単純に除すれば、１大学当たり 6.4件となる。 















































プレ1期 1期 2期 (件）
 



































































































































z １大学当たりの平均件数の推移を見ると、共同研究全体と同様に 2001 年度から 2002 年度にか
けて大きく増加しており、最近は１大学当たり６件に達している。 























































注 1： ここでの「全体件数」は、内訳が未回答の大学を除いたもの 





























































































(件） (件）プレ1期 1期 2期
 
注： N は 2003 年度データ回答者数 
 






















































































(件） (件）プレ1期 1期 2期
 
注： N は 2003 年度データ回答者数 






















































26.1 28.1 35.1 35.4 39.3 41.1 47.4 50.9 50.2 53.3 69.1 65.7 141.1 232.6 332.5 376.2 454.2 508.9 351.3 406.6 610.2
独立行政法人 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9.3 9.0 
公益法人 1.3 1.3 2.3 2.3 2.2 3.6 3.8 3.5 3.4 3.3 3.3 3.9 2.3 2.9 10 15.7 20.2 22.9 24.6 26.9
特殊法人 6.8 6.6 4.4 4.6 3.5 3.2 4.3 5.7 5.7 6.7 6.4 6.7 78.3 159.4 229 255 305.7 334.9 233.9 79.6
国 11.4 13.6 18.1 20.2 23.8 24.8 28.2 30.7 30.3 32.7 46.7 43 45.4 52 70.4 81.4 101.3 120.6 50.8 259.1
地方公共団体 4.2 3.7 3.9 3.4 3.8 3.8 4.8 5.3 4.2 4.5 5.4 5.5 5.9 6.5 7.4 8.8 8.1 7.9 8.6 8.1
民間会社 2.4 2.9 6.4 4.9 6 5.7 6.3 5.7 6.6 6.1 7.3 6.6 9.2 11.8 15.7 15.3 18.9 22.6 24.1 23.9
件数 1,286 1,294 1,700 1,695 1,814 1,919 2,025 2,203 2,121 2,189 2,432 2,586 3,027 3,714 4,499 5,288 5,898 6,368 5,701 6,584 6,986 
1件あたりの金額
　（万円/件）















































注 1： 受託試験、病理組織検査、治験は含まない 

















































z なお、文部科学省調査によれば、2003 年度の私立大学の受託研究の実施件数は 5,771 件とな
っている。実績機関数で単純に除すれば１大学当たり 20.6件となる。 





































プレ1期 1期 2期 (件）
 






z １大学当たりの金額も同様に 1999～2000 年度にピークを迎え、その後の落ち込みを経て、2003
年度は 1999年度の１億 4千万円を大きく下回る約１億円にとどまっている。 
z なお、文部科学省調査によれば、2003年度の私立大学の受託研究の実施金額は 215億円とな
っている。実績機関数で単純に除すれば１大学当たり約 7700万円となる。 











































































































z １大学当たりの平均件数は 20 件強と、受託研究全体と比べてむしろ少ない。その推移を見ると、
受託研究全体と同様に、99年度をピークに減少している。 









































注 1： ここでの「全体件数」は、内訳が未回答の大学を除いたもの 




託研究全体に占める割合も近年の 40％代から、2003年度の 33％まで減少してきている。 














































































注： N は 2003 年度データ回答者数 











































(百万円） (百万円）プレ1期 1期 2期
 


















































(件） (件）プレ1期 1期 2期
 
注： N は 2003 年度データ回答者数 
 


















1995 1998 1999 2000 2001 2002 2003年度
合計金額（N=34)
うち民間企業分(N=34)
(百万円） プレ1期 1期 2期
 
















































奨学寄附金（億円） 150 183 224 249 291 352 380 426 457 501 500 489 487 484 465 467 460 497 552 579 556
件数 61,33159,469 55,26555,14556,88755,731 53,49353,95756,07158,623 59,05758,463



















































z その一方で、年平均 100件以上という大学も国立大学等 41％、公立大学 27％、私立大学 20％
と多くを占める。以上のように寄附金に関しては、受託研究と共同研究並にとどまっている大学と、
非常に積極的に受け入れる大学と、大きく２手に分かれる様相を示している。 























































































































プレ1期 1期 2期 (件）
(件）
 
注： N は 2003 年度データ回答者数 
 
z 寄附金の受入れ金額を見ると、ゆるやかとはいえ上昇傾向にあり、２期からは 200 億円を越えて
推移してきている。１大学当たりの金額も同様に推移し、２期からは 1 億 7,000 万円近くになって
いる。 
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z １大学当たりの平均件数は、98 年以降は 100 件台で推移しており、150 件前後の寄附金全体と
比べてむしろ少ない。 











































注 1： ここでの「全体件数」は、内訳が未回答の大学を除いたもの。 





































z ただし、回答企業は輸送用機器 12 社と医薬品 11社にとどまり、統計データとしての有意性はな
い。 
図表 3-39 輸送用機器企業と医薬品企業による研究提携の見通し（今後５年間） 


































数が 250以上の大規模企業に限れば 24％を占めた。 





の取り決めを有している企業は 7％あった。大規模企業に限れば 25％を占めた。 
z これを企業の産業別にみると、 電気業 41％、水道業 30％、研究開発業 40％のほか、石油製
品・石炭製品製造業が 28%、化学工業が 27％と多かった。さらに大規模企業に限れば、石油製
品・石炭製品製造業 100%、化学工業 69％に加えて、輸送用機械器具製造業（自動車・同付属
品製造業を除く）44％、鉄鋼業 41％、一般機械器具製造業 40%等が多かった。 
図表 3-40 大学等との間で協力の取り決めを有する企業の割合（一部の産業） 






































て利用している企業も 8％あった。従業者数が 250以上の大規模企業に限れば 16％となる。 









































































図表 3-42 大学と企業の包括提携事例 









2 九州大学 株式会社東芝 東芝・九大、アナログ半導体で提携――次世
代製品を開発 
2004/12/1 2004/12/2
3 信州大学 オリオン機械株式会社 信大が企業連携協定初締結 工学部とオリオ
ン機械で 
2004/11/18 2004/11/19

























9 早稲田大学 株式会社日立製作所 研究開発などで日立と早大連携 2004/9/30 2004/10/1









京都信用金庫  2004/9/27 2004/9/28































18 東京工業大学 シャープ株式会社 シャープ、東工大と包括提携、モバイル機器
の技術開発 
----/--/-- 2004/8/17





20 横浜市立大学 横浜信用金庫 
タンパク質構造解析コ
ンソーシアム（国内の



























24 東京工業大学 三菱商事株式会社 三菱商事と東工大、大学発ＶＢ育成で連携 2004/7/22 2004/7/26
25 九州大学 株式会社電通九州 九大と電通九州、デザイン分野を中心に連携 2004/7/23 2004/7/24
26 北海道大学 日本政策投資銀行 北海道大学と日本政策投資銀行が包括連携
協定を締結 
----/--/-- 2004/7/21
















  ----/--/-- 2004/6/26
32 九州大学 三井造船株式会社 三井造船、九州大と共同研究 2004/6/14 2004/6/15





三井物産株式会社 三井物産、英国オックスフォード大学 TLO と
世界で初めて包括提携契約を締結 
2004/6/10 ----/--/--
35 東京工業大学 富士通株式会社 東工大、次世代メモリー、省電力大きさ６分の
１――携帯使用より長く 
----/--/-- 2004/5/28











大日本スクリーン、大学と協定（情報プラス） ----/--/-- 2004/4/1 
























44 名古屋大学 三菱重工業株式会社 三菱重工、先端技術分野で名大と包括提携 2004/2/23 2004/2/24
45 慶應義塾大学 日立グループ 日立製作所と慶応大学、包括的な産学連携
協定 
2004/01/28 2004/01/29




No. 大学名 提携先企業等 記事タイトル 提携発表（予
定）日付 1） 
記事日付 
47 北海道大学 三菱重工業株式会社 三菱重工と北大、バイオマスで提携、新規産
業を育成 
----/--/-- 2004/01/26






49 九州工業大学 三菱重工業株式会社 九州工大・三菱重工、技術開発で包括提携、
大学院生に就業体験 
----/--/-- 2004/01/15
























56 九州大学 西部ガス株式会社 九大、産学提携活発化～すでに４件 2003/3 月 2003/7/15
  大日本インキ化学工
業株式会社 
  2003/3 月   
  三菱重工業株式会社   2003/6 月   
  株式会社大島造船所   2003/7 月   
5７ 北海道大学 株式会社日立製作所 ナノテク・バイオなど、日立と北大が包括提携
発表 
2003/04/01 2003/04/02






























65 近畿大学 独ヘンケル 近大と共同で、独ヘンケルが研究拠点――
日米欧の３極体制に 
2000/03/29 2000/03/30


















計 構成比 計 構成比
件 件 件 件 ％ 件 ％
1993 417 51 17 68 16.3 349 83.7 
1994 377 32 12 44 11.7 333 88.3 
1995 435 34 11 ４５ 10.3 390 89.7 
1996 448 53 13 66 14.7 382 85.3 
1997 650 76 33 109 16.8 541 83.2 
1998 1,059 189 45 234 22.1 825 77.9 
1999 1,725 229 52 281 16.3 1,444 83.7 
2000 2,391 288 71 359 15.0 2,032 85.0 
2001 3,040 318 96 414 13.6 2,626 86.4 
2002 3,832 544 138 682 17.8 3,150 82.2 













z また、個人帰属となった発明は 85件あるが、企業から出願されたものが 15件(17%)、企業との共
同出願によるもの 21 件(25%)と、併せて 42%を占める。なお、TLO から出願されたものが 33 件




図表 3-44 Ａ大学発明委員会に報告された発明について 
年度 1998 1999 2000 2001 2002 計 (%) 
出願 3 4 3 7 4 21 (11.6) 国
帰
属 未出願 3 0 2 1 9 15 ( 8.3) 
企業 2 3 6 3 1 15 ( 8.3) 
共同 3 2 5 10 1 21 (11.6) 
TLO 0 2 11 9 11 33 (18.2) 
JST等 0 0 2 9 1 12 ( 6.6) 





未出願 1 5 12 16 26 60 (33.1) 
計 13 16 41 56 55 181 (100.0) 
 
z Ｂ大学では、1991～2002年度に、発明委員会へ 2,146件の届出があり、国帰属のものは114件、
個人帰属のものは 2,032 件とされた。この国帰属とされたもののうち、104 件(91%)が特許出願さ
れている。 
図表 3-45 Ｂ大学発明委員会に報告された発明について 
年度 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 計 
出願 1 7 4 2 2 1 4 19 27 16 15 16 114 (5.3%)
うち単独出願 1 3 4 1 2 1 4 17 26 9 12 10 90 (4.2%)
うち共同出願 0 4 0 1 0 0 0 0 0 2 1 6 14 (0.7%)
???
?
未出願（不明を含む） 0 0 0 0 0 0 0 2 1 5 2 0 10 (0.5%)
個人帰属 168 123 89 87 131 98 157 177 312 188 280 222 2032 (94.7%)























・ 調査対象期間： 1997年１月～2002年 9月末 







































z これらは大学における発明実績や TLO による特許出願数とは異なり、アウトプットの指標に顕在
化しない産学連携の成果といえよう。 
z ただし、1991～1998年と 1999～2001年の２期間を比較すると、企業単独の特許出願が 62%から
48%へと減少し、代わって大学4や JST5による出願が増加しており、近年は機関管理にシフトする
傾向が顕在化していることが分かる。 
例えば、京都大学は 2004 年度上期（4～9 月）に 246 件の発明の届け出があり、2003 年度の 1
年分の 206 件を上回った。（法人化前は年間数件だった学生の届け出も 20 件前後に増え、工学研
究科からの届け出が全体の約 3分の 1を占める。）これに伴い、学内の発明評価委員会は 172件の
特許出願を決め、特許出願件数も 03 年度の 117 件を上回ったという6。 
                                                
3  特許庁[2003] 
4  国公立大学が有する特許のほか、私立大学の機関帰属分を含む。 
5  JSTによる出願は、①大学等の研究者個人に属する研究成果を対象とし、研究者に代わり機構が特許出願を行
う「有用特許」、②機構の事業（ＣＲＥＳＴＯ等）実施により生じた特許出願がほとんどを占める。 
6  Nikkei net （04年 10月 25日付け） 
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企業単独出願 約 69％ 約 62％ 約 48％
企業共同出願 約 18％ 約 24％ 約 26％
大学出願 約 ２％ 約 １％ 約 ５％
ＪＳＴ出願 4) 約 ３％ 約 ４％ 約 12％
個人出願 約 21％ 約 27％ 約 28％
1）主要 34 大学の研究者約 17,000 人が、1991～98 年に発明した約 24,000 件の発明（特許公開になったもの）の
出願ルート 
2）主要 11 大学の研究者約 10,000 人が、1991～98 年に発明した発明（特許公開になったもの）の出願ルート 
3）主要 11 大学の研究者約 10,000 人が、1999～2001 年に発明した約 6,600 件の発明（特許公開になったもの）の
出願ルート 
4) ＴＬＯ経由で出願しているものは、JST への聞き取り調査によると、1999～2001 年には 1.68%だった。（発明者
名義の特許をＴＬＯが預かり、ライセンス活動をしている場合は除く。） 
注： 「共同出願」分は重複計上のため合計は 100％とならない。 
出典：JSTホームページ 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































注 2：契 約 内 容：大学が法人格を持ち、責任ある契約を柔軟に締結可能 
注 3：学 内 協 力 体 制：事務部門や他学部の教授等の学内における人的リソースの横断的協力体制等 
 
【アンケート概要】（経団連「産学官連携に関するアンケート調査」平成 13年８月実施） 








図表 3-52 海外の大学などと比較して遅れている点 
 
注：調査対象サンプル：従業員 50 人以上又は資本金 3,000 万円以上で製造業、卸小売業、 
一部のサービス業に属する企業。 有効回答数：802 社 































































































図表 3-54 研究開発体制の選択理由 
 
































理由 1 理由 2 理由 3 理由 4 理由 5 




















図表 3-55 企業規模と連携大学等数 
 
                          出典：文部科学省[2003e] 
                                                
7  文部科学省[2003e]による。国立大学、国立高等専門学校、大学共同利用機関が行った民間等との共同研究に限































































































































































































































































































































































図表 3-61 産業別に見た外部特許の実施許諾の状況 






















立 北九州市立大学 北九州学術研究都市 













大学名 リサーチパーク名 施設名 
横浜市立大学 舞岡リサーチパーク 木原生物学研究所 公
立 岡山県立大学 テレポート岡山 共同研究機構分室 
作新学院大学 とちぎ産業創造プラザ とちぎ大学連携サテライトオフィス 
北九州学術研究都市整備事業 情報生産システム研究科 理工学総合研究セ
ンター 九州研究所 
岐阜県各務原市テクノプラザ 早稲田大学WABOT HOUSE 研究所 
横須賀リサーチパーク 国際情報通信研究所 分室 
墨田区産学官連携プラザ ＴＬＯ交流サロン 研究室 
早稲田大学 
三井物産つくばナノテクリサーチパーク ナノプロセス研究所 つくば研究室 






金沢工業大学 松任市 ソフトリサーチパーク 高度材料科学研究開発センター他 
（椙山女学園大学） あいち学術研究開発ゾーン  
大阪工業大学 クリエイション・コア東大阪 大阪工業大学リエゾンセンター東大阪分室 
関西大学 クリエイション・コア東大阪 産学連携オフィス 
関西学院大学 クリエイション・コア東大阪 マイスタースクール 
（大阪商業大学） クリエイション・コア東大阪 産学連携オフィス 
（大阪電気通信大学） クリエイション・コア東大阪 地域交流室 
（近畿大学） クリエイション・コア東大阪 リエゾンセンター 
近畿大学 海南リサーチパーク 先端技術総合研究所 






九州保健福祉大学 延岡市クレアパーク  
(独)宇宙航空研究開発機構 クリエイション・コア東大阪 関西サテライトオフィス 国
研
等 (独)理化学研究所 播磨科学公園都市 播磨研究所 







センターとしての機能も持つ。 2003 年 8 月オープンした北館（１期施設）に加え、南館（２期施設）







  ○産学連携機能 
   ・産学連携オフィス（13 大学が入居） 
      地域の中小企業との連携を行う大学のリエゾンオフィス 
   ・大学連携インキュベーション（11 企業、１大学が入居） 
      大学との連携により、新事業展開に取り組む中小企業が入居するインキュベー
ション 
   ・大学サテライト研究室 
      大学と地域中小企業との連携により、国プロジェクトなどの産学共同研究を実
施するレンタルラボ 
   ・ＪＡＸＡコンソーシアムラボ 
      小型人工衛星開発に係る振動試験・実験等の技術支援 
  ○人材育成機能 
   ・ものづくり伝承センター 
      技能の伝承に関する相談や講習会、ものづくり体験教室などを実施 
   ・クリエイターズプラザ 
      大学のシーズ発表や各種セミナー、各種交流会や商談会を実施 
 
※ 産学連携オフィス入居大学一覧 






・関西大学 先端科学技術推進機構 産学連携センター 






























静岡産業大学 磐田 SOHOプラザ 
































































04 年８月にオープンした３階建て（延べ床面積約 3,500 ㎡）の施設の中に賃
貸の試作・実験室等があり、バイオや環境分野などの 15 企業が入居済。 









鉄骨３階建て（延べ約 2,100 ㎡）の施設の中に、30～100 ㎡の研究・実験室
を 30 室設けており、立命館大学発ベンチャーを含む約 20 社が入居する予定。 











出所：西日本新聞（2004年 9月 18日付け） 
                                                



























出所：毎日新聞（2004年 9月 2日付け）より作成 
④ 藤沢市によるコンソーシアム 























































































































































































































































参考資料29：平成 16 年度基本計画レビュー調査現地ヒアリング訪問先一覧 
 






















































































 1991年度から 1995年度までをいう。（第１期科学技術基本計画の計画期間以前の５年間） 
 
１期 
 1996年度から 2000年度までをいう。（第１期科学技術基本計画の計画期間） 
 
２期 
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長平  彰夫   国立大学法人東北大学大学院工学研究科教授 
 
丹羽 冨士雄   国立大学法人政策研究大学院大学教授 
    （科学技術政策研究所客員総括研究官を兼務） 
 
野長瀬 裕二   国立大学法人埼玉大学地域共同研究センター助教授 
（科学技術政策研究所客員研究官を兼務） 
 
原山  優子   国立大学法人東北大学大学院工学研究科教授 
（科学技術政策研究所客員研究官を兼務） 
 
前田    昇   大阪市立大学大学院創造都市研究科教授 
（科学技術政策研究所客員研究官を兼務） 
 
三木  俊克   国立大学法人山口大学工学部長・教授 
 vi
［ 調査報告書作成分担 ］ 
 
 
○ 科学技術政策研究所 （第 3調査研究グループ） 
斎藤   尚樹   総括上席研究官 [全体総括] 
杉浦 美紀彦   上席研究官 [質問票調査設計・分析、現地ヒアリング調査実施、第１部第１・
３章／第２部第１・３・５章原稿作成、報告書全体取りまとめ] 
植杉   紀子   上席研究官 [第２部第４章原稿作成、現地ヒアリング調査実施] 
岩本   如貴   研究官 [質問票調査実施支援、現地ヒアリング調査実施] 
俵     裕治   特別研究員（2004年 1月 31日まで） [図表等作成支援] 
丸山   泰廣   特別研究員（2004 年 2 月 1 日から） [現地ヒアリング調査実施、図表等作
成支援] 
 
○ 株式会社三菱総合研究所 （科学技術研究ユニット 科学技術政策研究部） 
山本   誠司  主任研究員 [全体取りまとめ、質問票調査実施支援、現地ヒアリング調 
査支援、第１部第２章／第２部第２章原稿作成] 
須崎   彩斗  研究員 [質問票調査実施支援、現地ヒアリング調査支援] 
三浦   義弘  研究員 [質問票調査実施支援、現地ヒアリング調査支援、図表等作成支援] 
 
 
